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プーチニズム：民主主義へのロシアの道？  

河 原 祐 馬  

は じめに   

1999年12月，エリツィン大統領の突然の辞意表明を受けて，その後継者と  

して大統領代行に就任したウラジーミル・プーチンは，「千年期の狭間にある  

ロシア」と題されたその演説の中で前エリツィン政権時代に進行した国家権  

力の深刻な弱体化について指摘し，その克服のための「強いロシア」復活へ  

の確固とした意志を示した。翌2000年3月の大統領選挙に勝利し，同5月に  

正式に大統領に就任した彼は，それ以後，国家権力の強化を主眼とする政治  

的かつ経済自勺な一連の諸改革に本格的に取り組んでいく。   

エリツィン時代に半ば独立的な様相を呈していた地方に対しては，州や共  

和国を大統領直属の全権代表の下で管轄する連邦管区の設置や地方をその財  

政的管理下に置くことを目的とした連邦主義の徴税制度の導入など中央によ  

る統制強化政策が打ち出され，また，エリツィン時代に政権内部のいわゆる  

「セミヤー（家族の意）」と癒着し，しばしば脱税と汚職の温床になっていた  

オリガルヒと呼ばれる新興財閥および彼らをその有力なスポンサーとする政  

権に批判的なメディアに対しても断固とした統制政策が敢行された。   

プーチンはまず国家権力の基盤強化を主眼とするこうした一連の中央集権  

的な政策を推進した上で，「強いロシア」の復活を目指した新たな経済政策に  

着手する。徹底した経済の自由化と国家機関の効率化が主唱され．所得税率  

の引き下げや企業への特別税別優遇措置の撤廃といった税別改革，財政赤字  

の縮小，ロシア経済の復興に不可欠な外資導入のための金融制度の整備や汚  

職の追放など海外からの投資環境室備を目的とする一連の政策が矢継ぎ早に  

才丁ち出され，それらの多くが実際に実行に移された。  
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281プーチニズム：民主キ義へのロシアの道？   

さらにまた，その対外政策においても，欣米をはじめとする国際社会との  

協調外交が積極的に押し進めらjt，大国ロシアの授権へと向けてエリツィン  

時代の孤立的な国際環境からの脱却が図られた。特に，「9．11事件」以降の国  

際情勢の推移の中で，米ロ関係は横棒的な協調路線へと大きく転換されて  

いった。ロシアはABM制限条約からのアメリカの脱退やバルト三国を含め  

たNATO拡大等の問題で欧米諸国に対して政治的妥協を束ねたが，こうし  

たプーチンの村外政策の背景には．あくまでも「等身大のロシア」を前掟と  

Lた政治的リアリストとしての彼の実利主義的な外交アプローチがあったと  

言えようり）。   

以上のように，政権一期臼のプーチン大統領の改革目標の主眼が，ロシア  

の全体的な秩序の回復とその前4是としての国家権力の強化に置かれていたこ  

とは間違いないであろう。地方の指導者たちが中央政府の政策を無視する悪  

意的な行動をとり，また，犯罪組織が政権の基礎を切り崩し，国家の権威に  

挑戦する「パラレル・パワー」の様相を呈していたエリツィン時代のロシア  

は，その強大な大統領権限とは裏腹に国家権力が極めて脆弱な法的秩序が欠  

落したアナーキーな社会であった。「国家が強力なほど，個人は自由である。  

民主主義とは法の独裁であるr2J」というプーチン大統領の主張は，前エリツィ  

ン政権時代のこうした無秩序な不法状態に対する端的なリアクションとして  

唱えられたものであった。   

プーチン大統領の政治手法は，「管理された民主主義」や「操作された民主  

主義」といった一種の形容矛盾を伴う用語によってしばしば表現されてきた  

が，こうした彼の強権的な政治手法が政権二期目の今［＝こ至るまで多くのロ  

シア国民によって肯定的に受け入れられてきた背景には，エネルギー産業の  

（1）河原祐馬 2006「ソ連邦の崩壊とロシア・ナショナリズム民族のプライドと国民的   

アイデンティティ」玉m芳史・木村幹編『民主化とナショナリズムの現地点』ミネル   

ヴァ書房，219頁．）  

（2）「法の独裁」という言葉は，ソ連構成共和同内の分離主義運動を牽制しようとするゴ   

ルバチョフソ連大統領によって，すでに，1991年2f＝こ行われた労働者代表との会議に   

おいて用いられていたが，プーチンは，この言葉を2001年1月24口に行われた地方裁判   

所の議長会議における自らのスピーチにおいて初めて用いたr〕  

52   



同 法（571ノ）280   

成長に基づ〈好調なロシア経済とそれに伴う国民生活の改善といった要因も  

さることながら，ソ連崩壊後の混乱と無秩序の前世紀90年代を経験したロシ  

ア国民の秩序回復とそれを可能なものにする強い指導者に対する大きな期待  

が存在していたからであると考えられる。   

プーチン大統領は，彼の前任者であったゴルバチョフやエリツィン両大統  

領のような旧ソ連体制下での「ノーメンクラツーラ」といった正規の経歴を  

辿って権力の座に就いたl口来型の政治的指導者ではなかった。彼は，果たし  

てどういう指導者なのか。本稿では，プーチンの統治スタイルや同政権に対  

する評価，政権内部の事情を踏まえた次期大統領選挙に向けた彼の後継問題  

等を中心に，プーチンがどのような政治手法を用いてその権力を今日まで維  

持してきたのか，また，彼のリーダーシップがロシアの民主化の行方にどの  

ような意味を持ち得るものであるのか，冷戦終結後のグローバル化に伴う国  

際環境の変化とそのロシアへの影響といった観点も視野に入れつつ，以下，  

考えていくことにしたい。  

Ⅰ．最高権力者への道  

ウラジーミル・ウラジーミロヴイツナ・ プーチンは，1952年10月7日，ス  

ターリン時代晩年のレニングラ←ドで生まれた。祖父はレーニンとスターリ  

ンの別荘の料理人を勤めた経歴をもち，父親は，第二次大戦中は内務人民委  

員部の部隊に所属し，戦後は鉄道車両」二場の熟練工として勤務した愛国主義  

的な共産党員であった。ソ連の一般的な労働者の家庭に育ったプーチンの少  

年時代の生活はけっして豊かなものではなかったとされるが，彼はこの頃か  

らすでに国家のために役立つ仕事に就きたいとの思いを育み，次第に国家保  

安委貞会（KGB）で働くことを志すようになったと言われている（31。   

レニングラード大学法学部の学生時代にKGBへの入省を勧誘されたプー  

（3）上野條彦 2000「プーチン政権とロシア国内情勢」『ロシア・東欧研究」第2粥・，2－   

3頁参照。  
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279 プーチニズム：民主主尭へのロシアの道？  

ナンは．1975年，大学卒業と同時にKGBに採用される。その後，1985年か  

ら90年にかけての束ドイツ勤務を含む15年間をKGBの職員として過ごした  

彼は，1990年にKGBを退職し，大学時代の恩師であった当時のサブチャー  

ク・レニングラード市長の下で，レニングラード市ソヴイエト議長顧問のポ  

ストを得，翌年6月には，サンクトペテルブルクと改名された同市の対外関  

係委員会議長に就任する。   

プーチンはこのポストの■F‾で，このソ連（ロシア）第二の都市の市経済へ  

の投資の誘致や合併企業の設立といった外国人を相手とする対外的な協力問  

題を担当することになり，さらに，1994年6月には，同市第一一副議長に就任  

する。このサンクトペテルブルク時代において，それまでKGBの将校とし  

ての経験しかもたなかったプーチンは行政′自■としての能力を養う機会を得，  

そしてこの時期，後に大統領の取り巻きとしてプーチン政権を支えることに  

なる豊富なサンクトペテルブルク人脈を形成していくことになる。   

プーチンが中央の政治に関与することになる契機は，1996年8月に，ロシ  

ア大統領府総務部次長に就任したことによって訪れる。彼のこのクレムリン  

入りの背後には，当時大統領府総務部長であったパーヴュル・ボロージンお  

よび同長官のアナトリー・チュバイスの意向が存在していたとされる。翌年  

3月．プーチンはロシア連邦大統領府副長官兼監督総局長に，同5月には地  

域対策担当の同第一副長官に昇格する。彼は，この大統領府総務部で法務と  

在外資産を担当し，また，監督総局長として，連邦構成主体に配置された大  

統領全権代表を統括し，連邦構成主体に対する監督を行った。さらに彼は，  

地域対策担当の大統領府第一副長官として知事たちとの折衝に当たり，こう  

したこの時期の経験が大統領就任後の彼の国内政策に大きな影響を与えるこ  

とになったと言われているり－。  

1998年7月，プーチンはKGBの主要継承校閲であった連邦保安庁（FSB）  

の長官に就任するし〕当時，ロシアの政治情勢は政権二期目のエリツィン大統  

領による懇意的な政治運営のFで混迷を極め，国民の人気が最低レベルに連  

（4）山内聡彦 2003『プーチンのロシア』NHK＝版，42頁 
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した同大統領の後継問題がまさに最終的な局面を迎えようとしていた。この  

時期にプーチンがこのFSB長官のポストに就いたことは，彼のその後の最  

高権力者に向けての急速な道のりを理解する上で極めて重要な意味を有して  

いた。即ち，FSB長官としてのプーチンは，大統領退任後の保身問題を抱え  

る当時のエリツィン大統領にとって自らの身の安全を計る上で信頬するに足  

るかっこうの人物と見なされるようになったからであるくつ  

1999年3月，プーチンは，FSB長官のポストを兼ねながら，ロシア連邦安  

全保障会議事務局長に就任し，同8月，ステパーシン首相の解任を受けて，  

ロシア連邦政府議長に任命される。議会の解散を恐れた当時の共産党はエリ  

ツィン大統領によるこのプーチンの首相公認に強い反発を示さず，それまで  

政治家としてはほとんど無名であったプーチンが下院においても難なく承認  

された。こうして，ロシアの政局は，第二次チェチェン戦争の開始に伴う国  

民の間でのプーチン人気の高揚という現象を伴いつつ，同年12月の下院選挙  

に向けて大きく動いていぐ5－。  

1999年12月の下院選挙では，選挙のわずか2カ月前に組織された政権与党  

の「統一」が比例区で共産党の24．3％に迫る23．3％を得票し，予想外の結果  

となった。下馬評の高かったエリツィンの政敵ルシコフ・モスクワ市長とプ  

リマコフ元首相の「祖国・全ロシア」は13．3％にとどまり，大敗を喫した。  

「続一」は，キリエンコ元首相が代表を務める「右派連合」や「ジリノフス  

キー連合」，ヤコブレフの「全ロシア」の支持をも取りつけ，さらには，多く  

の無所属議員の取り込みにも成功した。その結果，ここにソ連邦崩壊後のロ  

（5）ロイ・メドヴュージェフは，プーチンがエリツィンによって首相に抜擢された1999年   

8月からF院選挙が行われた同年12月までの彼に対する国民の評価の変化について，以  

卜のように述べている0「ウラジーミル・プーチンにたいする見方は，有識者の間だけで 七   

はなく彼の仕事を報道する活字メディアの間でも変化していった。1999年8月と9月に  八   

はプーチンの「冷たくて虚ろな□」あるいは「生気のないH」とか，「顔のない人間」あ   

るいは「どこからきたのか分からない人間」とかと書いていた新聞や雑誌のいくつかが   

同じ年の12月には，プーチンの八を惹きつける力や魅力ということについてさえ．そし   

て綬の賢そうな眼差し，機知と善良さについて．彼の大きな経験と傑出した個人的資質   

について語りはじめたのである」［メドヴュージェフ，ロイ．2000．海野幸男訳『プーチ   

ンの謎』現代一敗想新社，78貞］。  

5古   



277 プーチニズムニ民主主義へのロシアの追？  

シアにおいて初めて政府与党が優勢に立つ下院が成立した（6）r〕   

この下院選挙における政府与党の勝利の背景には，アクショネンコ第一副  

首相や有力なオリガルヒの一人であったボリス・ベレゾフスキーの暗躍が  

あったと言われている。アクショネンコ第一副首相は権力と潤沢な資金を用  

いて地方指導者を「統一一」支持に向けて懐柔し，また，ベレゾフスキーは「ロ  

シア公共テレビ（ORT）」や「国営ロシア・テレビ（RTB）」といったテレビ  

局および「独立新聞」，「コメルサント＿，「新イズベスチア」といった自らの  

影響下にある種々のメディアを駆使して，エリツィン大統領の最大の政敵で  

あったプリマコフとルシコフの「祖国・仝ロシア」の追い落としにかかった  

とされる。   

同選挙の余韻が冷めやらぬ1999年12．り31口，エリツィン大統領が突然の辞  

任を発表した。これを受けて，プーチンが憲法上の規定により，大統領代行  

に就任する。こうして，8年半に及んだエリツィン時代は終焉する。エリツィ  

ン大統領が公式に辞意を表明するに至った主たる理由としては，2000年6月  

に予定されていた大統領選挙を待たずに，辞作後の自らと家族・側近たちと  

の安全と利益の保障と引き換えに，政敵たちに準備の時間を与えぬまま，繰  

り上げ選挙におけるプーチンの大統領就任に向けての闘いを有利に導こうと  

する政権側の政治的な判断があったと考えられている。   

2000年3月26日に実施された大統領選挙において，プーチンは一回目の投  

票で52．2％を得票し，大統領に当選する。投票率は68．74％であり，2位につ  

けた共産克のゲンナージー・ジュガーノフの29．44％を大きく引き離しての  

圧勝であった。こうしたプーチン人気の要因としては，対外的には．NATO  

の東方拡大やユーゴ空爆，欧米諸国に対する莫大な債務等により民族のプラ  

イドが大きく傷つけられ，また対内的には，マフィアやオリガルヒの横行に  

（6）同下院選挙（投票率61．85％）における各政党の比例代末および小選挙区それぞれの獲   

得議席については，以Fの通りである二共産党（67．469占），統一（64．8％〕，「祖匡卜全   

ロシア」（37．31％）．右派勢力連合（24．5％），ジリノフスキー連合（17．09－；），ヤーブロ   

コ（16．4％），「わが家ロシア」（0．7％），軍人支援克（0．2％），ロシア人民統一党（0．2   

％．）．、  
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よってR常生活が頻繁に脅かされる中，多くのロシア国民が「秩序の剛夏」  

と「強い国家」を希求し，それらを実現する「鉄の手」をもつ指導者への期  

待が，対チェチェン問題等で辣腕を振るうプーチンに集まったからであると  

考えられる。同年5月，プーチンは正式に連邦大統領に就任する。こうして．  

それまで政治家としての経験を全く持たなかった弱冠47歳の彼が，ロシアの  

最高権力者の地位に上り詰めることになったのである。  

Ⅱ．プーチン政権下のロシア  

政権一期目のプーチン大統領が抱える課題とその課題に取り組む上での彼  

の基本的な姿勢については，1999年12月28日に行われた演説「千年期の狭間  

にあるロシア」および翌2000年2月25日に出された「ロシアの有権者への公  

開書簡」から，その概要を読み取ることができると考えられる。   

まず，プーチンはソ連時代末期以来の国際競争力が著しく欠如した自国経  

済の現状に対する強い危機感を表明L，貧困との闘いや国民経済の向上を優  

先課題として強調しつつ，こうした経済危機克服に向けた経済社会発展のた  

めの前提を速やかに創出することの必要性について言及する。そうした経済  

社会発展の前提を創出するためには，効率的な市場経済の実現を目指して，  

長期的な経済社会戦略を策定し，外国からの投資の増大を計り，また，科学  

技術を重視する産業政策を実施し，地下経済を摘発し，さらには，自国経済  

を国際経済に積極的に統合することが重要であるとされる。その際，「ク  

リイーシヤ（屋根の意）」と呼ばれる犯罪組織や官僚たちによる不法な市場へ  

の介入を許さず，かつ，オリガルヒ（新興財閥）に対する優遇措置を廃止す  

べきであるとする見解が示された。   

プーチンは，犯罪や汚職が蔓延し，効率的な市場経済の実現に向けての政  

策がその狙上に乗らない］二たる原因を何よりも国家権力の弱体化に求め，民  

主的で統治能力のある法治国家の形成に向けての国家権力の強化こそが急務  

であると力説する。安定した秩序ある社会を確保するために，「民主主義とは  
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275 プーチニズム：民主主義へのロシアの道？  

法の独裁である」という主張が，こうした強い国家権力に裏打ちされた法治  

国家の実現という文脈の下で強調され，特に，連邦法に違反する形で独自の  

法律を制定し，あたかもロJ央から半ば独立状態の様相を呈している地方の現  

状を憂慮し，そうした現状を連邦国家の強化というプJ▲向で是正していくこと  

が必要であると論じられる。  

また，その後のプーチン政権の「性格」を理解する上で興味深いことは，  

最高権力の座を目前にした当時のプーチンが．実際に市場経済と民主主義の  

実現に向けた諸政策を進めていく上で，ロシアが独自の追を模索することの  

重要性について言及していることであるし、プーチンは，「市場経済と民主主義  

の普遍的な原理をロシアの現実と有機的に統合する詔」ことを強調する。こ  

うした彼の言及の背景には，IMF主導で進められた前世紀90年代後半に破綻  

するに至った欧米流の抽象的な理論やモデルに基づく経済政策を中心とした  

エリツィン政権下での改革の失敗に対する批判と反省の意味が大きく込めら  

れていたと言えよう。  

以下，政党と議会，中央と地方．オリガルヒ，メディアといった主として  

4つの問題を取り上げ，2000年5日におけるプーチンの大統領就任から現在  

へと至る同政権Fのロシアの政治状況について，考察することにする。  

1．政党と議会   

プーチン政権下での政覚と議会をめぐる問題については，2001年7月およ  

び2005年5別こそれぞれ成立した政党法（「政党に関する連邦法」）と下院選  

拳法（「連邦議会国家会議議員選挙に関する連邦法」），また，2003年12月およ  

び2004年3月にそれぞれ実施された下院議会選挙と人統領選挙にその主たる  

焦点を絞って，見ていきたい、1  

（1）政党法の制定   

2001年7月11日，プーチンが大統領に就任して一年余りを経て，その後の  

ロシアの政局に大きな影響を与えることになる「政党に関する連邦法」（以  

（7）山内前掲書，114頁。  
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下，政党法）が成立する。同法は．政党として登録できる条件として，89の  

全連邦構成主体に党員50名以との支部を持ち，半分以上の■支部における党員  

数が100名以上であり，かつ，全体の党員数が1万人以上であることを定めて  

おり，また，そう」た条件を満たした政党のみに候補者を単独で擁立する権  

利を与えている（8）。さらに同法は，「2007年から下院の比例代表制による議席  

獲得は7％以上の票を得たものと規定用）」している。   

総数450の議席をめぐって争われる下院選挙では，小選挙区・比例代表並立  

制が採用され，小選挙区および比例代表区lこはそれぞれ225の議席が配分され  

ており，全国一区の比例代表区では，得票率5％以上の政党のみに議席配分  

が行われるといういわゆる「阻止条項」が設けられていた。エリツィン政権  

下での下院選挙は′J、党乱立の様相を呈しており，また，政党ヤ選挙ブロック  

に所属しない無所属の候補者も多く存在した。同政党法は▼上記の要件を課す  

ことによって，こうした′ト政党の乱立傾向に歯止めをかけ，それらの大政党  

への統合プロセスを通じて，選挙における政党の役割を強化することを目的  

としていた。   

同法の成立によって，当時ロシアに乱立していた約130に上る小政党や地方  

政党は事実【Lその法的基盤を失い，また，新たに政党を結成することもきわ  

めて困難な状態になった。）その反面，同法の卜では，上記の要件を満たした  

政党に対して国からの肋成金が与えられ，政権与党の「統一一」や共産党といっ  

た既存の大政党はこれまで以上に有利な選挙戦を展開できることになった。   

こうして，ロシアの政界は．左派，中道，改革派といった大別して3つの  

陣営に大きく再編成されていく。まず，2001年12月，1999年の下院選挙では  

激しく対立Lた「統一一」と「祖国」の二党がプー「ナン大統領に対する支持の  

下に合併を果たし，「統一と祖国（統一ロシア）」という新たな中退政党が誕  

生した。これに対して，長大野党の共産党は，プーチン1攻権との対立姿勢を  

（8）溝口修平 2005「プーチン大統領の読会改革「′ト選挙l互制の廃止と新会会議の創設」   

『外国の立法』225号，196頁。  
（9）横手慎二 20051r■規代ロシア政治入門』慶応義塾人学出版会，68頁－。  
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さらに強め，政権批判の立場をより鮮明なものにしていく。市場経済と民主  

主義の確立をその政治的信条としてきたキリエンコ元首相の「右派連合」を  

はじめとする改革派は，こうした政界の再編成の中で，プーチン政権の経済  

改革路線への支持と同政権の強権的な政策への批判の中で自らが採るべき明  

確な立場を打ち出すことに苦慮しつつ，同派の統一政党結成に向けての動き  

を示した。  

2001年の政党法は，その目的についての公式の説明とは裏腹に，実際には，  

政権による政党および下院に対する統制を強める結果となった。即ち，同法  

によって，選挙管理委員会や会計検査院が党員の登録状況や財政状態をはじ  

めとする党の内部事情を詳しく把握できるようになり，また，政党助成金の  

存在は国家による政党管理の強化をさらに容易くする効果をもつもので  

あった（10）。  

以上のような同政党法が持つ実際の政治的効果の■Fに，政党とF院は，政  

権与党が常に少数派であったエリツィン時代のそれと比べて，プーチン大統  

領の政策をただ翼賛的に承認する名目的な存在となっていく。こうしてプー  

チン政権下では，政府による一連の改革法案が，特にさしたる抵抗を見るこ  

となく下院において早期に成立するという政治環境が急速に整えられて  

いった（廿。  

（2て12003年のF院選挙   

2003年12月，2001年に成立した政党法の下で初めて実施された下院選挙  

の祥果は，先に述べた同法の政治的効果を端的に示すものであった。、政権与  

党の「統一▲ロシア」が比例代表区で37．1％を獲得し，12．7％の共産党に大  

（】0）山内前掲書，150153盲‡参照。  

（11）政権与党が下院で多数派を占めたことにより，人統領府には．例えば，「読会」なしに   

法律を別売する道が可能となり，法制定の中心が立法部門から行政部門へと移行すると   

いった状況が生じた［Chaisty．Raul、2005．”MajorityCouncilandExecutiveDominance’’．   

inAlex Pravda（ed），Leadi77g RussiaこPutl’ni71Per＊ectiue Oxford L：niv，Press，P．  

136．］しJ  
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差をつけて圧勝した。「統一ロシア」は，小選挙区においても共産党を大き  

く押さえ，全議席の68．89％を獲得した。投票率は，55．75％であった。同  

選挙に参加した各政党の下院における最終的な獲得議席については，以下の  

通りである：統一ロシア（222），共産党（53），自民党（38），祖国（37），  

人民党（19），ヤープロコ（4），右派連合（2），無所属（65），その他  

（10）こ12）。   

統一ロシア，自民党，祖国，人民党の与党系の4政党が憲法改正に必要な  

全議席の3分の2を上回る316議席を獲得したのに対して，野党第一党の共産  

党は選挙前と比べて30減の53議席と大きく後退した。また．エーコス事件等  

でプーチン政権の強権体質を批判した改革派（ヤーブロコや右派連合）は，  

比例代表区における議席獲得に必要な「5％条項」を突破できずに，致命的  

な大敗を喫した。この選挙において，改革派のリーダーとしてエリツィン政  

権‾Fで名を馳せたヤプリンスキーとネムツヨフが共に議席を失った。こうし  

て，改革派としてそれまで一定の勢力を保ってきたリベラル系の野党勢力は  

事実上下院から姿を消し，その勢力地図が大きく塗り替えられた‖3）。   

さらに，この選挙で特に注目に催するのは，プーチン政権が共産党の票の  

切i）崩しを目的として結成させたとされるドミートリー・ロゴージン代表の  

「祖国」が37議席を獲得し，与党の一角を担うことになったことである。プー  

チン大統領は同選挙の結果を「民主主義の強化に向けた一歩」であると高く  

評価したが，OSCEは，同12月8［］に発表した報告書において，政権側が与  

党にかなり有利なメディア戦術を採用したとして，この下院選挙が国際的な  

基準を満たしていないと非難した〔14－。   

同選挙の風下院における院内会派の形成が進み・無所属諸員をはじめと   

する議員の多くが「統一ロシア」に席を移した結果，同会派の議席は単独で 主  

（12）江頭 寛 2004『プーチンの帝国』草思杜，307百。  

（13）外務省 2006「最近のロシア情勢」外務省ホームページ（http：／／www．mofa．go．jp／   

mofaj／area／Russia／josei．htm122．07．2006）を参照。  
（14）ライン，ロデリック，ストロープ・クルポット，渡遵奉治 2007『プーチンのロシア』   

日本経済新聞出版社，70頁り  
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全議席の3分の2を超えるに至っており‘】5’，文字通り，プーチンの与党が下  

院を刺する構図がここに確立され，今日に至っている。  

（3）2004年の大統領選挙   

2004年3月14日に実施された大統領選挙において，プーチンは，71．2％の  

得票率（投票率は，67．3％）で再選を果たした。同選挙におけるプーチン以  

外の候補者の得票率については，以下の通りである：ニコライ・ハリトノフ  

（共産党，13．7％），セルゲイ・グラジェフ（祖軋 4．1％），イリーナ・ハカ  

マダ（右派連合，3．9％），オレク・マリイーシキン（自由民主党，2．0％），  

セルゲイ・ミロノブ（ロシア生泊党，0．8％）。   

この数値が示すように，同大統領選挙において，プーチンと競合し得る候  

補者は存在しなかった。主要テレビ・ネットワークのこユース番組における  

選挙報道の69％がプーチンに向けられ，これらの報道のほぼすべてが彼に肯  

定的な評価を与えた。それに反して．他の候補者たちに割かれた数少ない報  

道は．彼らに否定的な評価を下した。「第1チャンネル」や「RTR」といっ  

た主要なテレビ・ネットワークは候補者たちの討論番組を企画しはしたが，  

こうした番組にプーチンは参加せず（この選挙に限らず，プーチンが政敵た  

ちとの政策論議を避ける政治手法については，よく知られている），しかも，  

これらの番組が放送された時間帯も視聴者が少ない早朝に限られていたり6）。．   

国家によって管理されたこうしたメディアの佗f削こ加えて，この選挙では，  

プーチンの勝利を確実なものにするために，知事をはじめとする地方指導者  

たちの影響下にあった選挙マシーンが積極的に利用されたと言われている。  

OSCEが指摘しているように，連邦政府にすり寄り，プーチン支持を表明す  

七   
（15）選挙後の院内会派の形成に際し，無所属議員をはじめとする多くの議員が「統→ロシア」   

の会派に参加したことにより．下院における議席の構成は，以下のように変わった：「統川   

口シア」（30れ 共産党（47、j，自民党（35），「祖国（ロシアの地域）」（32）．「祖国（人民   

の意志り（11），無所属（18」空席（5）［外務省．2006．前掲ホームページを参照］。  

（16）Orttung，RobertW．2005．‘‘Russia－’JeannetteGoehringandAmandaSchnetzer（eds），   

∧加■0〃∫ ∠〃 r′α〃SZ■Ja7αヲ：βg仇〃仁和わー加拍■0〃 ヱ●ノ7 gα5r〔Tg〃r′α／E〟rO♪ど の7d E〟rα∫Z■α，   

FreedomHouse，P．505．  
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ることによって自らの保身を計ろうと努める地方指導者たちの露骨な選挙介  

入と投票操作によって．幾つかの共和国においては常識的には考えられない  

投票結果が報告されたニダゲスタン（投票率94．6％，プーチンの得票率94．6  

％），バシコルトスタン（89％，91．3％），イングセナア（96．2％，98．2％），  

タタールスタン（83．2％，86．5％），チェチェン（94％，92．3％）など‖7）。   

こうした状況に対して，中央選管は如何なる措置も講ぜず，OSCEは，「全  

体的なプロセスが健全な民主的選挙に必要な原則を適切に反映してはいな  

い（181」との報告書を提出した。政権側の選挙プロセスに対する不当な介入や  

投票操作がなくても，プーチンの再選は確実であったと考えられるが，同大  

統領選挙における以上のような展開はそれ以前の大統領選挙において菩戟  

し，一定の影響力を有Lていた共産党をはじめとする政権に批判的な野党勢  

力の政治的求心力の著しい低下を如実に示しており，そうしたロシアの硯実  

は，同国における民主主義の発展を考える上で大きな後退を意味するもので  

あると言われている。  

（4）2005年の下院選挙法   

プーチンは，2004年9月に南オセナア共和国のベスランで起こった流血事  

件をその格好の口実として利用し，下院議員の選出方法を大きく変更する選  

挙制度の導入を計った。ベスラン事件の翌年の2005年5月．連邦下院の選挙  

制度をこれまでの′ト選挙区・比例代表並立制から比例代表制に一本化するF  

院選挙法が成立した（2006年12月より施行）。先にも触れたように，従来の制  

度では，有権者は定数45（）の下院代表の半分を一人区の′ト選挙区で選出し，他  

の半分を政党リストに基づく全区ト・区の比例代表制に従って選出していた。  

それに代わって，新しい制度は．小選挙区を廃止し，下院の全議席を党のリ  

ストに基づいて比例区のみで決にしようとするものであり，それは従来の制  

度を大きく変更するものであった。  

（17）ノ加－d、  

（摘．徹れp、504．  

†；．丁   



269 プーチニズムニ民主主義へのロシアの道？  

この他，同選挙法では，複数の団体が連合して選挙ブロックを形成するこ  

とが禁じられており，候補者を擁立できるのは政党のみとされた。また，政  

党はその候補者名簿の作成に当たって，全連邦レベルのそれとは別に，各地  

域の有権者数lこ応じて形成された地方グループの中から候補者を選ばなけれ  

ばならなくなり，かつ，そうした地方グループの総数がすべての連邦構成主  

体を含む100以上とならなければならないとされた（抑。  

この選挙制度の改変には，旧制度の下で知事をはじめとする地方の指導者  

たちに忠誠心を持ち，地方の利益を最優先する小選挙区選出の議員たちの存  

在を疎ましく思っていたクレムリンの思惑が大きく働いていたと言われる。  

新制度の下‾ぐは，地方選出の下院議員たちの地方指導者との関係が断ち切ら  

れ，彼らの忠誠心を「統一ロシア」をはじめとする党中央に向けさせる効果  

が見込まれ，こうした措置はプーチン政権による－F院支配をより確実なもの  

にするであろうと考えられる。  

さらに付言すると，政党による中央選管への選挙人名簿の登録に当たって  

は，20万人以上の署名を集めるか，多額の供託金を納める必要があり，また，  

政党そのものの登録に必要な党員数もこれまでの1万人から5万人へと僧正  

がなされた伽）。以上のような厳しい条件の下で，下院選挙に参加できる政党  

の数はさらに制限されることになり，同選挙制度に関わるこうLた一連の改  

変は，「統一ロシア」をはじめとする政権与見を中心とLた大政党にとってま  

すます有利となる政治的環境を創出するに至っている。  

2．中央と地方   

エリツィンの後継者として，プーチンが止式に大統領に就任した2000年5  

月，その就任後のテレビ横言捌こおいて，彼は国家権力の弱体化に危機感を表  

明し，強い国家を復活させるために，連邦優位の中央集権体制の強化に向け  

て，中央と地方とのこれまでの関係を見直す考えを示した。  

（19）溝し．］前掲論丈，225頁。  

¢0）同上，197頁。  
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エリツィン大統領は‾F院で常に優位を占めた共産党との対抗上，地方の支  

持を取りつけるために，地方に大幅な自治権を認めた。それ故，先述したよ  

うに，前政権時代において，地方は中央から政治的にも，経済的にも，半ば  

独立したような様相を呈していた。例えば，タタールスタンやバシコルトル  

スタンのような連邦構成共和国は独自の憲法を制定し，中央と権限を分割す  

る「権限分割条約」を締結するなど自立的な傾向を強めていた。こうした状  

況の下，地方では共和国法が連邦憲法に違反する事態がしばしば生じていた。   

こうした中央と地方の関係が継続すれば，やがては連邦そのものの崩壊に  

繋がりかねないとの懸念の下，プーチン大統領は，大統領府副長官時代に培っ  

た中央集権的な連邦制度改革の基本構想（いわゆる「垂直権力」構想）を実  

現に移すべく，中央政府による地方に対する統制強化政策を矢継ぎ早に打ち  

出していった。  

（1）連邦管区の設置   

中央と地方の関係を変える上で．大統領就任後のプーチンがまず行ったこ  

とは，知事などの地方自治体の首長が連邦法に違反した場合，大統領が彼ら  

を解任できるようにするための法改正であった。また，彼は同時に，税の徴  

収権など前政権時代以来の地方に有利な環境を改め，財源を地方レベルから  

連邦レベルに移す改革を行った。こうした経済的な領域における中央集権化  

に向けた措置は，連邦への地方の依存度を大きく高めるものとなった。   

さらに綬iま，ロシア連邦を7つの連邦管区に分割し，各連邦管区に大統領  

の全権代表を置く大統領令に署名した。これらの連邦管区は以下の通りであ  

り，それぞれ10前後（6～18）の共和国や州によって構成されている二中央  

連邦管区（モスクワ），北西連邦管区（サンクトペテルブルク），南部連邦管  

区（ロストフ・ナ・ドヌー），ウラル連邦管区（エカテリノブルク），沿ヴオ  

ルガ連邦（ニジニ・ノブゴロド），シベリア連邦（ノボシビルスク），極東連  

邦管区（ハバロフスク）√21ノ。  

例 上野前掲論文，6子ぎ。 
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設置当初に選ばれた大統領全権代表の内，5名が革または治安関係者で  

あった㈲’ 。彼ら全権代表は，大統領に直属する大統領府の構成員であり，人  

統領府長官の提案により任免される。．その基本任務としては，大統領の定め  

る内外政策の国家権力機関による実現に関する職務，連邦国家権力機関の決  

定の執行に対する監督，大統領の人事政策の連邦管区における実現の保障，  

保安，政治，社会および経済情勢についての報告等が挙げられる（23）r〕こうし  

た任務の遂行を通して，彼らは大統領府の意向に従って地方を監督する文字  

通り「王の目」の役割を果たすことが期待されたっ  

（2）地方首長の直接選挙の廃」ヒ   

プーチンは，2004年12月，地方の首長の直接選挙を廃止する国家櫻構改革  

法実に署名した（2005年1月より施行）。剛去の下で，地方の首長は大統領の  

指名を受けた候補を地方議会が承認して選出されることになった。事実上の  

大統領任命制の導入である（二，プーチンはここでもベスラン事件を利用し，地  

方の自治権を人幅に制限する政策を導入したしノエリツィン政権二期日の1996  

年以来，ロシアでは住民の直接選挙による知事など地方首長の選出がなされ  

ていた。   

プーチンはこの制度を大きく変更し，大統領が任命する人物を知事として  

地方議会が承認する削度に置き換えた。これによって，もし地方議会が大統  

領の選択を三度拒否すれば，大統領はその議会を解散し，新しい選挙を実施  

し，新しい議会が選州されるまでの間，当座の知事を任命することができ，  

また，「窓意的」に知事たちを罷免することもできるようになった。   

こうして，新制度の下では，地方の住民は■直接選挙を通して自らの地域の  

鋤 各連邦管区の当初の大統領全権代表については，以F▲の通りである：中火連邦管区   
（G．S．ポルタフナエンコ中将），北西連邦管l亘（Ⅴ．Ⅴ．チェルケソフ中将），南部連邦管   

区（Ⅴ．G．カザンツエフ中将），沿ヴオルガ連邦管lメ＿（S．V．キリエンコラ亡首相），ウラル   

連邦管区（P．M．ラティシェフrT］将）．シベ1）ア連邦管区（L．V，ダラチェブスキー元CIS   

問題担当大臣），極東連邦管区（K．B．プリコブスキーー1一級大将）［兵藤憤治．2003．『多民   
族連邦国家ロシアの行方』東洋書乱 4∩頁］。  

個 上野前掲論丈．6－7頁。  
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代表を選出することができなくなった。また，大統領に事実上の任免権を振  

られた地方の首長たちは，それまでのように地方の利益を優先することが難  

しくなり，彼らの多くが再任用を求めて，大統領府の意向をより尊重せねば  

ならない状態を強いられるようになったと考えられる。  

3．オリガルヒ（新興財閥）   

オリガルヒは，ソ連時代のペレストロイカ以降の社会主義的計画経済から  

市場経済への体制移行のプロセスにおいて形成された新興財閥を指す。こう  

した新興財閥は，連邦および地方レベルにおける政治家や官僚たちとの癒着  

の構造の中で莫大な富を蓄え，その勢力を拡大させていった。民営化の動き  

に反対する共産党の政権奪取によるソ連時代への逆行を危供したオリガ’ルヒ  

は，自らの企業の傘下にあるメディアを駆使して，1996年の大統領選挙にお  

いてエリツィン大統領の再選に大きな役割を果たした。  

1996年の大統領選挙の後，オリガルヒは政治的影響力を強め，ベレゾブス  

キーやアナトリー・チュバイスといったオリガルヒの利益を代表する人々が  

二期臼に入ったエリツィン政権において政府要職に就き，クレムリン内で「セ  

ミヤー」と呼ばれる一大政治派閥を形成した。こうしたオリガルヒの政治介  

入はエリツィン政権内部の汚職の横行と密接に結びついたものであり，国民  

のほとんどが．エリツィン政権後期に顕著な特徴となった政治的腐敗の構造  

に対して強い批判の臼を向けるようになっていった。   

先述した1999年12月の下院選挙および翌2000年3月の大統領選挙を政権側  

が有利に展開することができたのも彼らオリガルヒの力によるところが人き  

く，プーチンの大統領への道をまさにお膳立てしたのも，これらオリガルヒ  

と密接な関係にあったエリツィン政権内の「セミヤー」であった。それ故，  

大統領就任後のプーチンはその政権内に旧エリツィン派の影響力を残存させ  

ながら，国家の強化に向けた自らの改革を進めていくことになる。  
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（1）オリガルヒの抑制策  

プーチンにとって，オリガルヒはペレストロイカ期以降の移行期における  

民営化プロセスに伴う国有財産の川又奪」を通じてロシア国家の弱体化を招  

いた元凶であり，大統領就任後の彼は，傘下のメディアを通じて中央政治に  

介入しようとする彼らの存在に対して断固とした抑制強化策を打ち出して  

いった。  

2005年5月，ロシアの治安当局は，有力なオリガルヒの一つであったメディ  

ア・モストの強制捜奄を実施し，翌6札 同グループ会長のウラジーミル・  

グシンスキーを国有財産横領罪で逮捕した。これを手始めとして，ガスプロ  

ムに対する財務関係資料の提出要求，ルークオイルに対する脱税捜査，イン  

ターロスに対するノリリスク・ニッケル株違法取得の指摘などオリガルヒを  

抑制しようとする一連の措置が取られた。プーチンの政策に否定的な地方指  

導者たちとの連携を通じて．こうしたプーチンの抑制策に対抗しようと試み  

たロゴバス・グループ代表のボリス・ベレゾ7スキーは脱税容疑をかけら  

れ，国外へと逃亡した。  

こうした状況F，2000年7月，プーチン政権とオリガルヒによる円卓会議  

が開かれ，この席でプーチン大統領はこれまでなされてきたようなオリガル  

ヒによる政治介入を容認しないとの断固とした態度を示したし24）。主だったオ  

リガルヒとの間に彼らが本来の実業のみに専念するという約定が交わされ，  

こうしたオリガルヒの多くは連邦政府附属の「企業家評議会」に加入するな  

どして同政権への歩み寄りを示したは㌔  

囲 同会議に出席したホドルコフスキーは，2003咋7月，民間のラジオ局に対して，「この   

会議でプーチン大統領が財閥が政治から手を引き，税金をきちんと支劇、う限ケ），1990年   

代に財閥が巨額の富を築いた国営企業の民営化の見直しは行わないことを約束し，双方   

の間で休戦合意が成立した」［山内前掲書，134貫］と述べている。  

e句 中澤孝之 2000「ロシアにおけるオリガルヒについて、その形成期における権力との   

癒着を中心に－」Fロシア，東欧研究』第29号，19頁。  
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（2）エーコス事件   

2003年10月，エーコスの代表ミハイル・ホドルコフスキーが脱税容疑で逮  

捕された。ユーコスは，チュメニに巨大な原油の鉱区をもち，精製所や販売  

網を抱えるロシア最人手の民間石渦会社であり，ロシア企業の中でもいち早  

く国際会計基準を採用し，企業としての透明性を高めることによって海外の  

投資家たちからも注目を集めていた一大優良企業であった。   

ホドルコブスキーの逮捕理由は，先述したグシンスキーヤベレゾフスキー  

といったオリガルヒたちと同じく，移行期の民営化プロセスにおける横領お  

よび脱税容疑であった。彼は，1996年の大統領選挙でベレゾフスキーと共に  

多額の選挙資金を用立て，エリツィン再選に大きく貢献した人物であり，い  

わゆる「セミヤー」の→員でもあった。   

この事件の背後には，ホドルコフスキーの失墜を画策したプーチン政権内  

のシロヴイキ（武力派）の存在があったと言われている。当時，ホドルコフス  

キーは，2003年12月の下院選挙に向けて，共産党やヤーブロコなど政権に批  

判的な野党勢力に資金提供を行っていた。ホドルコフスキーの逮捕は，彼のこ  

うした反政権的な動きを封じ込めるためのものであったと考えられている。   

また，この事件には，ロスネフナやトランスネフナといった石油関連の大  

手国営企業の利害が関わっていたとされる。当時，ロスネフナは，東シベリ  

アの油田開発でエーコスと競合しており，トランスネフナも自らの独占状態  

にあった石油パイプラインの民間への開放問題で同社と対立関係にあった。  

同事件の後，エーコスの主要企業であったユガンスク・ネフナガス（エーコ  

ス全体の約6割の石油を生産）が国営のロスネフナに移される措置が取られ  

たことにより．この事件の背後に国営の石油関連企業の経営者たちの意を組  

んだ政権側の意向が大きく働いていたとの疑惑がもたれた。   

プーチン政権の内部には，国家の代表としてのその管理を通して，こうし  

た国営のエネルギー関連企業の委員会で重要なポストに就いているものが数  

多くいた。例えば，プーチンの後継者の最有力候補ドミートリー・メドベー  

ジュフは長期にわたってガスプロムを指導する地位にあり，大統領府副長官  
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のイーゴリ・セーナンは，2004年，ロスネフナの会長に指名された。さらに，  

大統領府副長官のウラジスラフ・スルコフは，石油パイプラインの娘占企業  

トランスネフナ・プロダクツの会長に，また，大統領府対外政策アドバイザー  

のセルゲイ・プリホドコは，核燃料輸出企業TVELの会長に就任して  

いた（26） 。  

国営企業の経営者たちが政権に望んでいるのは，エネルギー産業を中心と  

した主要産業に対する国家管理の強化であり，こうした彼らの志向は，国家  

秩序の回復を重視する政権内のシロヴイキのそれと同じベクトルを持つもの  

であると考えられる。シロヴイキは政治・裡活両面における国家秩序の回復  

を目指しており，かつ，こうした国営企業の指導者たちとの関係を通じて多  

額の資金源を手にしており．そうした環境が政権内における彼らの勢力拡大  

につながっていると言われている。このように，エーコス事件の背後には，  

エネルギー産業がもたらす莫大な利益をめぐるシロヴイキと国営企業経営者  

たちとの密接な連携があったと見ることができよう（27）r⊃  

（3）政権とオリガルヒの関係   

2003年の下院選挙では，ホドルコフスキーの逮捕を支持した「統一ロシア」  

をはじめとする政権与党がさらに支持を拡大した。「統一ロシア」や「祖国」  

といった政権与党に対するこうした支持の背景には，オリガルヒに対する国  

民の反感の根強さが如実に表れていたと考えられる。先に見たようLこ，大統  

領就任直後のプーチンはオリガルヒに対する容赦なき抑圧政策を敢行した。  

しかし，それは主として政権に批判的な一部のオリガルヒに対してなされた  

六 錮 Orttung，ゆCi［・，p・503・  

三  抑 2005年5日，モスクワのメシ1′ンスク裁判所はホドルコフスキーに対して自由剥奪9  
年の判決を下した。ホドルコフスキー側は控訴したが，同年9月の控訴審で自南剥奪8  
年の判決を受け，有罪が確定し，ホドルコブスキーは東シベリアのチタ監獄に収容され  

た［外務省．2006．前掲ホームペしジ参照］。ユーコス事件は，ロシアで最も国際競争力  

のある優良企業の一つであった同社を政権側が強制的に解体・買収するものであったた  

めに，欧米諸国をはじめとする国際社会は，同事件をUシアにおける健全な資本主義的  

発展の大きな障害となる事件と見なLている。  
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ものであったと考えられ，政権側はこうした自らの抑圧政策に従順の意を示  

したオリガルヒたちとの関係を次第に深めていった。   

2003年の下院選挙では，表向きはオリガルヒに対する批判的な主張が飛び  

交ったが，オリガルヒの利益を代弁する候補者が与野党を問わず数多く当選  

し，下院におけるロビイスト活動を展開するという状況が生まれた。こうし  

た状況を分析して，カーネギー財団上級研究員のニコライ・ベトロフは，「ロ  

シアでも選挙に莫大な資金が必要になった。巨大資本は，政党に資金を提倶  

するだけでなく，利益代表を議会に直接送り込み，法整備などを通じて，企  

業に有利な環境を整えようとしている（ヱポ）」と述べている。モスクワ・タイム  

ズの調査では，「統一ロシア」の議員の4分の1以上が大企業の幹部であると  

されている。   

また，プーチン政権は，2003年の下院選挙において，共産党の票を奪うこ  

とを目的として，「統一ロシア」とは別に，「祖国」や人民党といった新しい  

与党の設立に深く関与したとされるが，こうした政党の設立の背後には，ガ  

スプロムヤアルフア・グループをはじめとする大企業の資金が大きく動いて  

いたと言われている。ニコライ・ベトロフは，「政党と企業間のカネの流れ  

は，おおむね，クレムリンの統制下にある（29）」と見ているが，以上のような  

政権とオリガルヒの関係を見る限り，オリガルヒの国政への関与を効果的に  

くい止めることはかなり難しい状況にあると考えられる。プーチン政権，特  

に，シロヴイキは，国による主要産業の管理政策の強化を進めているが，オ  

リガルヒの政治的影響力は，潤沢な政治資金を必要とするシロヴイキをはじ  

めとする政権側の利害と相互補完的に結びつきつつ，未だ少なからず残って  

いると言うことができよう。  

4．プーチン政権とメディア   

プーチンは，大統領就任直後から，国によるメディア管理という間遠に迅  

臣掩 山陽新聞2003年12月9R。  

鍋同上。  
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速に対処した。，彼はまず」‾情報安全保障ドクトリン」を発表し．その中でメ  

ディアを国力回復のための社会資本の一つと規定し，メディアが国力回復と  

いう目的のために政権に協力するよう強く求めた。メディア管理の重要性に  

ついては，エリツィン前大統領時代においても政権内で強く認識されるよう  

になっていたが，プーチンは一部オリガルヒの利害と密接に結びついていた  

政権に批判的なメディアの存在を許さず，自らの政権基盤の強化を目的とし  

たメディアに対する一連の統制強化政策を進めていく。  

（1）NTV事件   

エリツィン政権時代，メディアの多くがオリガルヒの系列下にあったこと  

はよく知られている。例えば，NTV，ロシア公共テレビ（ORT），「TV6モ  

スクワ」といったテレビ嵐 セヴオードニヤ紙，独立新聞，新イズベスチヤ  

紙といった新聞社，イトーギ誌ヤアガニヨーク誌といった雑誌，さらには，  

モスクワ・エコーといったラジオ局等の種々のメディアが，先述したグシン  

スキーヤベレゾフスキーといったオリガルヒたちの強い影響下にあった（30）。   

こうしたメディアの中で，NTV はロシア全土をカヴァーする3大ネット  

ワークの内，唯一の民間テレビ局であった。同テレビ局は，1996年の大統領  

選挙において改革派勢力を代表するメディアとしてエリツィン支持を明確に  

打ち出し，また，チェチェン戦争の実態を精力的に報道するよう努めること  

を通じて政権に批判的な姿勢を示した。そして，こうした同テレビ局の姿勢  

はロシア内外からも高い評価を受けていた。   

政権側は自らに批判的な報道を続けるNTVを回の管理下におくために，  

グシンスキーが保有していた同社株の政府系ガスプロムへの売却を強制し，  

ガスプロムを通じて同テレビ局の報道や人事に介入した。これに続いて，2002  

年1月，こうした政権側の措置に対抗して辞職したNTVの職員たちを受け  

入れたベレゾフスキー系のTV6に対して，債務問題を理由にそのテレビ局  

銅 鉾木康雄 2003「プーチンのメディア政策」木村 汎・佐瀬昌盛編『プーチンの変貌』   

勉誠＝版．242頁。  
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としての免許取消を行う追い打ち的な措置が講じられた（3ト’。   

プーチン政権は，許認叶と政府系企業による株取得という手段を用いて，  

テレビ・メディアの国家管理を実現し，こうして，ロシアの主要テレビ・ネッ  

トワークのすべてがプーチン政権を支えるメディアとなった。OSCEの報告  

では，大統領府による報道内容についての定期的なチェックが行われ，政権  

にとって不都合な問題を含む出来事が意図的に削除・無視され，報道の自由  

が大きく制限される事態が生じている（32）。  

（2）印刷メディア   

テレビと追って，印刷メディアやインターネットには，「相対的な自由」が  

まだ残っていると言われている。しかし，こうしたメディア媒体からの情報  

は，その発行部数や普及率から判断して，かなり限られた人々にしか達して  

いないと考えられ，また．印刷メディアにおいても，政権に対する政治的距  

離の取l）方がそのメディアの経営状態に重要な影響を及ぼしている。   

政権に好意的な論調の印刷メディア（「コムソモーリスカヤ・プラウダ」，  

「モスコブスキー・コムソモーレツ」，「イズベスチヤ」などの各紙）に対し  

ては，その忠誠度に応じて，政府や関係省庁による補助金や特ダネ記事の提  

供．さらには，広告の斡旋等の便宜が図られ，逆に政権に批判的なそれらに  

対しては，彼らの記事に対する政権側による名誉毀損訴訟といった厳しい対  

抗措置が講じられる。例えば，2004年10月．モスクワの裁判所は，ベレゾブ  

スキー系のコメルサント祇に，アルファバンクに対Lて，3憶2，100万ルーブ  

リ（1，170万ドル）という桁外れの支払い命令を行う判決を出しており，こう  

した法的措置により，特に政権に批判的な論調を展開する新聞をほじめとす  

る印刷メディアは常に倒産の危機に晒されていると考えられる133）。   

インターネットについては，ロシアにおいても年々，その普及率が拡大し  

師 岡上．243頁っ  

8功 Orttung，0♪．√iL．p．510．  

8頚 乃オd▲，p．512513．  
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ている。2004年末のデータでは人口の10％程度がインターネットを利用して  

いるとされているが，そうした利用はモスクワやサンクトペテルブルクなど  

の大都市に集中しており，地方とのギャップはまだ大きい。現在までのとこ  

ろ，インタ←ネットについては，ロシアで活動する内外のNGO以ヒに，国  

がそれをより精力的に活用している状態にあると考えられる。インターネッ  

トを通じた国民による客観的な情報入手の可能性という点ではまだ大きな限  

界があり，それが同国の政治制度や市民社会に与えるその政治的効果につい  

ては未知数の状態にあると考えられる〔ノ  

（3）チェチェン報道  

チェチェン関連の報道は，政権によるメディアの管理政策を語る上で，特  

に問題とされるものである。例えば，2002年10月にモスクワで起こったチェ  

チェン武装グループによる劇場占拠事件の報道をめぐっては，ガスプロムと  

NTV のトップが角軍任された。この事件に際して，同テレビ局は特殊部隊の  

劇場への突入に関する実況中継を行い，その報道は多くの視聴者により高い  

評価を受けた。  

NTV の関係者の説明では，この特殊部隊の突入の模様については突入作  

戦が敢行された直後に放映されたとされるが，政府はこの報道が多くの人質  

たちの生命を奪う結果をもたらすものであったとして，同テレビ局を激しく  

批判した。†司テレビ局がチェチェン戦争を終結させる上での武装勢力の要求  

をプーチン人統領が受け入れるべきであるとの人質たちの声を放映したこと  

が，こうした政権側の対応を引き起こしたとされている。  

ベスラン事件においても，ロシアの3大テレビ・ネットワークは，インター  

ネットや印刷メディアがより詳細な幸柑を行ったのに対して・同事件の間・  

その正確な報道を控えたと言われる。また，この事件の取材に向かう途中の  

機内で毒をもられたノーヴァヤ・ガゼータ紙のアンナ・ポリトコフスカヤ  

（昨年，彼女は何者かの凶弾に倒れた）やモスクワの空港で足止めされたラ  

ジオ・リバティのアンドレイ・パピツキーといった政権に批判的なジャーナ  
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リストたちに対する露骨な報道上の妨害が数多く報告されている【34）。   

2006年6月，世界各国の新開発行者団体で組織される「世界新聞協会」の  

大会がモスクワで開催された際，同協会のオライリー会長は，「ロシアでは報  

道の自由が阻害されている（35）」とプーチン政権に対する非難声明を行った。  

彼は，政府によるテレビ局の支配，政府系大企業の新聞買収，政府批判を控  

える記者たちの自己規制といったロシア・メディアの問題点を指摘し，ロシ  

ア社会の経済的発展のための独立したメディアの必要性について訴えた。  

プーチン大統領は無責任な報道機関にも問題があるとして．こうした批判に  

対する弁明を行っている。  

Ⅲ．プーチン政権をどう見るか  

前章では，政権と議会，中央と地方，オリガルヒおよびメディアといった  

問題を中心に，プーチン政権下におけるロシアの政治状況について見てきた  

が，本章では，主として，政権内の権力構図，プーチンの政治スタイルおよ  

び同政権の政治的評価といった問題について，考えていくことにしたい。  

1．政権lぺ部の権力構凶   

プーチン政権内では，各勢力が政権運営の主導権をめぐって，これまで激  

しいせめぎ合いを続けてきた。大統領就任後のプーチンを支える政権内の主  

たる勢力としては，大別して，以下の3つのグループを挙げることができる。   

セミヤーは，前政権下でエ1いソイン大統領の後ろ盾となり，プーチンへの  

政権移行を後押ししたグループである。カシヤノフ前首相やヴオローシン元  

大統領府長官がこのグループに属していた。次に，シロヴイキは，大統領就  

任以前のプーチンの経歴と密接な関わりを持つKGBをはじめとする軍や治  

安機関の関係者から成るグループであり，このグループには．セルゲイ・イ  

伽〕ノ加■dりp．511．  

錮 毎日新聞2006年6月5日し  
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ヴァノフ第一副首相やイーゴリ・セーナン大統領府副長官が属している。同  

グループは，連邦保安庁（FSB），警察（内務省〕，軍（国防省）を中心とし  

た連邦省庁に幅広く基盤を有しており，現在，幹部職員の7～8割程度が同  

グループの影響下にあると言われている（3b）。さらに，リベラル・サンクト派  

は，サンクトペテルブルクでの地方官僚時代のプーチンの知己から成るリベ  

ラル派の官僚グループである。このグループには，ドミーートリー・メドベー  

ジュフ第一副首相およびゲルマン・グレフヤアレクセイ・クドリンといった  

経済官僚たちが属している。   

セミヤーは，オリガルヒたちの金脈を利用してプーチンのエリツィン後継  

をお膳立てしたグループであり，その意味で．プーチンはこのグループに対  

して一定の「借り」があったtっ それ故，政権一期日のプーチンにとって，こ  

のグループの勢力を如何にして徐々に削いでいくかが彼がその人事を進める  

上での大きなポイントの一つであったと言えよう。シロヴイキは，プーチン  

政権の権力基盤を強化し，国家秩序を維持する上での要としての役割を，ま  

た，リベラル・サンクト派は，市場経済を推進し，同国経済のグローバル化  

を目指すことで，プーチン政権の「改革の顔」を代表する役割を担っている  

と考えられている。   

政権一期目のプーチン大統領は，こうした政権内の「バランス・オブ・パ  

ワー」を維持しつつ，これらグループ間の「調整者」として巧みにその統治  

を進めていった。しかし，こうした政権内の勢力バランスは，旧政権の残存  

勢力たるセミヤーを締め出しながら，徐々に崩れていく。エーコス事件は，  

セミヤーの退潮を象徴する事件であり．この事件を経て，政権内の力関係は  

大きく変化していった。セミヤーの代表的立場にあったヴオローシン大統領  

府長官はユーコスに対する検察側の調査に反対したが，そうした彼の主張は  

無視された。この事件を契機として，2003年10月，ヴオローシン長官は辞任  

し，メドページェフ第一一副長官が彼の後任となった。   

さらに2004年2月，プーチンはカシヤノフ首相をはじめとする全閣僚を解  

郎）中澤孝之 2005『現代ロシア政治を動かす50人』東洋書店，3頁。  
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任する。翌3月，新内閣が発足するが，この組閣に先立って行われた省庁再  

編によって，閣僚ポストlま30から17へと大幅に削減された。カシヤノフ首相  

の後任には，KGB関係者のミハイル・フラトコフが指名された。こうして，  

セミヤーは政権内からほぼ一掃される形となった。   

以上のように，プーチンは政権一期目においてセミヤーを排除し，二期目  

に入って，自らが主導権を握る形で政権基盤を強化しうる段階に入ったと考  

えられる。二期目を迎えたプーチン政権において，どちらもプーチンのサン  

クトペテルブルク人脈を中心に形成されたシロヴイキとリベラル・サンクト  

派の両グループを中心に新たな勢力バランスの調整が進められていった。中  

でも，「資産の凶家への返還」を合い言葉に国家優位のエネルギー産業の再編  

を図り，その過程におけるセミヤーの資産の再配分を通じて，政権内での基  

盤を拡大したシロヴイキの動向は，今後のロシアにおける政局の行方に決定  

的な意味を持つものとなっている。   

シロヴイキは，エネルギー資源をはじめとするロシアの天然資源の国有を  

通じてこそ，ロシアは諸外国の国際的な大企業と競合できると主張する。こ  

うしたシロヴイキの主張に沿う形で，プーチン大統領はその政権一期目にお  

いて，オリガルヒの利害をでき得る限り排しつつ，エネルギー産業に対する  

国家による統制強化のための政策を通じて，同産業が生み出す莫大な利益を  

国家財政に組み込むように努めた。   

しかし，調整統治型の政治にこそ自らの権力基盤の源泉を見出してきた  

プーチン大統領にとって，力と富を併せ持つシロヴイキが政権内で一方的な  

優位に立つといった状況はけっして好ましいことではないとされる。2005年  

の大統領教書で競争と公正さの重視が強調された背景には，ガスプロム会長  

を兼任するメドベージュフ第一副首相ら閣内では多数派を占めるリベラル・  

サンクト派の主張が大きく反映されていたと考えられる（37）。このことは，リ  

ベラル・サンクト派がシロヴイキによる資源の独占を許さず，両グループに  

卵 下斗米伸夫：2005「プーチン後を模索するロシア？」『ロシア・東欧研究』第34号，22－   

23頁参照。  
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よるその分割を意図していることを意味しており，こうした両グループの政  

権内での今後のパワー・バランスの行方が大いに注目されるところである。  

2．プーチンの統治スタイル   

プーチン大統領は，国民の圧倒的な支持を背景に，地方への統制を強化し，  

議会や政党を押さえ込み，政権に批判的なメディアとそれを支配するオリガ  

ルヒに圧力を加え，短期間でロシアの混沌とした国内情勢を安定させること  

に成功した。プーチンは，テレビをはじめとするメディアを巧みに利用し，  

イメージ操作により，自らが「強い指導者」であることを演出した。   

また，政権への支持に向けて国民を動員するために，国歌，国旗，独ソ戦  

といったナショナリズムもしくは愛国主義に関わるシンボル操作を行った。  

さらに，政党法や選挙法の改正といった一連の法政策を通して野党の周辺化  

を図り，政権与党の圧倒的な優位の中で議会をいわゆる「スタンプ機関化」  

し，政府によって掟出された数々の法案の迅速な成立を実現した。   

2004年の省庁改編を中心とした機構改革では，内務省，非常事態省，外務  

省，匡l防省，法務省といった国の安全保障に直接関わる5省を大統領の直轄  

としたし詣〕。これにより，首相の地位は相対的に低Fし，首相は住宅および福  

祉政策といった政策に対してのみ責任を持つ，その権限において他の閣僚と  

それほど変わらない存在となったとされる。   

こう」たプーチンの政治手法と共に．彼の統治スタイルを特徴づけるもの  

として，いわゆる「調整型統治」が挙げられる。プーチンは，大統領を数多  

いる官僚たちの「パトロン」として位置づけ，しばしばソ連時代の「ノーメ  

ンクラツーラ」に比される人事政策を行った脚。エリツィン政権時代におけ  

（姻 2004年3月に出された大統領令によって，それまで23あった連邦省が14に減らさjtた。   

大統領直属の5省を除く厚生省，天然資源省，運輸通信省，文化交流省，工業エネルギー   

省，財務省，教育科学省，農業省，経済発展貿易省の9つの省が政府首相の管轄とされ   

たが，大統領権限と比較すると，首相の権限は実質的にさらに縮小される形となった［中   

村達郎 2005『帝政民主主義国家ロシア』む波書店，56－57頁］。  

桝）Husky，Eugene．2OO5．“PutinasPatron：CadresPolicyinthcRussjanTranSition’●．in   

AlexPravda（ed）．Leadi71gR2L5S2■a：Putl■71t77月ヲr車ech■z｝e，0ⅩfordUniv．Press．p．161．  
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る非中央集権的な人事政策の在り方が地方の知事や共和国大統領をロシア政  

治の主体としてしまった現実に対して，プーチンは地方のそれを含めた人事  

政策の中央集権化のための政策を推進し．主として，軍や保安機関およびサ  

ンクトペテルブルク時代の人脈を駆使して，こうした中央集権的な人事政策  

のための人員のリクルートを図った。   

プーチンがその中央集権的人事政策において推進した人的リクルートの範  

囲は，きわめて多岐に渡っている。中央レベルでは，人統領府の官僚，外務・  

内務・法務・FSBの閣僚，憲法裁判所の判事，検事総長．最高裁判所の判  

事，連邦管区の全権代表および同代行，商業・軍・一般（仲裁もしくは下級）  

裁判所の判事，その他の省庁の連邦副大臣といったポストが大統領によって  

任命され，また，地方レベルでも，連邦官僚の組織的なネットワークの構築  

が試みらゴtたり0）。7つの連邦管区の各々に人事委員会が創設され，同委員会  

によって以前は知事たちのネットワークによって選出されていた多くの連邦  

職員が排除された。   

プーチンには，KGBの職員時代の同家主義者およびサンクトペテルブルク  

における地方官僚時代の改革主義者といった2つの側面が存在している。こ  

うしたプーーナンの統治スタイルに対しては，反対勢力の抑圧による議会や政  

党の弱体化を図った彼の政治手法を激しく非牡する見解から，秩序を回復L  

強い国家の実現に向けた彼の一連の政策を高く評価するそれに至るまで，彼  

の評価をめぐる意見は様々である。   

木村汎ほ，プーチン主義とは国家が上から行う改革であり，それは，「制限  

つき民主主義」，「管理される民主主義」，「操作される民主主義」，「権威主義  

的改革」など形容矛盾を伴うレッテルを組み合わせることによって初めて適  

切に表現できるものであると指摘する。また木村によれば，7㌧一ナン主義と  

はアンドロポフの改革志向に代表されるソ連時代に唱道された「民主的中央  

集権主義」や「指導される民主主義」の伝統から大きく外れてはいないとさ  

幽功 乃z◆d．，p．166．  
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れる棚）。  

プーチン主義を考える上で，プーチン自らによってしばしば口にされる「法  

の独奴」，「垂直権力」（42），「国家の強化」といった言葉は，彼の改革の主たる  

目的を理解するための重要なキーワードであるように思われる。これらの言  

葉が意味するところは，彼の改革の究極的な目的が国内秩序の回復とそれに  

基づく国際社会における大国ロシアの復活というその意味では伝統的な大同  

主義のそれに添ったものであると考えられる。そして，この文脈においてこ  

そ，「政治は強権的で，経済はリベラル」という彼の基本的な統治スタイルも  

理解することができると言えよう。  

プーチンがリアリストであることはしばしば指摘されるところであるが，グ  

ローバル化という今日のロシアを取り巻く客観的な環境の下で，ロシアが実際  

に大国としての地位を取り戻すためには，強権的な政治手法によって国内の安  

定を回り，それと並行して，ロシア経済が国際競争力を持ちうるためのリベラ  

ルな経済改革の方向性を打ち出すことが必要であることをプーチン自身も認  

識しているように思われる。ブレジネフ時代末期からエリツィン時代にかけて  

の国際競争力の欠如したソ連（ロシア＝径済の惨状を目の当たりにしたプーチ  

ンにとって，自国経済の国際経済への統合がロシア国家の強化にとって不可欠  

な条件の一つであることは否めない事実であり，プーチンによる改革の方向性  

も，この国が持つ様々な特殊事情に制約を受けながらも，こうしたグローバル  

化の流れに基本的に即応しようとするものであると考えられる。  

3．プーチン政権の評価   

二期目のプーチン政権が「民主主義と権威主義の座標軸」においてどの地  

点に位置しているのかという問題については，活発な議論がなされている。  

〔用 木村 汎『プーチンニ巨義とは何か』角川書店，197日く、  
匝2）リンチは，垂直権力の効果について．ウラジーミル・シュラペントフがエリツィン時   

代の「自由主義的封建制」に対する権威主義的反動と名づけた「Uシア人統領府へのよ   

り多くの公的権力の集rTl」であると説明する［T，ynCh，A11enC．2005．fhtL，，Russta7’sllOt   

Ru／ed：Rqflec［imlSOllRussia17Pnli［［ca／Deuelnznナ7e17［．CambridgeUr］iv．Press，P．160．］。  
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アメリカの人権団体「フリーダム・ハウス」によるロシアの2006年度のデモ  

クラシー・スコアは「5．75り3）」（1が民主化プロセスの最高レベル，7が最  

低レベル）であり，その2006年4月の年次報告で示された世界における自由  

度調査では，ロシアは調査対象国194カ国中158位となっており，2002年に自  

由でない国に分筆自されて以降毎年後退しているとされる（11）。   

OSCEのロシア選挙監視団は，2003年末の下院選挙と翌2004年3月の大統  

領選挙のどちらも民主主義の基準に達していないと総括している。その理由  

として，例えば，2003年のF院選挙については，統一ロシアの候補者におけ  

る公的地位の利用（比例区名簿に有名県知事を掲載など），統一ロシア偏重の  

マス・メディア，対立候補の登録拒否（元検事総長のスクラートフなど），ま  

た，翌年の大統領選挙については，投票率を引き上げるための不当な動員．  

行政資源の利用と対立候補への拝九 プーチン偏重のマス・メディア，特完  

地域における異常な支持率の高さといった点が挙げられているり5）。   

スティーブン，レビツキーは，ロシアがプーチンの政権一期目の段階です  

でに「競争的権威主義」に後退していると指摘する（ヰ6）が，プーチン政権ほよ  

り権威主義的な体制に向かってほいるが，それは「選別的な権威主義」の範  

囲内に留まり，「純粋な権威主義」には向かわないであろうとする見解がこれ  

までは一般的であった∪ しかし，より最近の傾向としては，「こっそりと進む  

（stealth）権威主義」トt7や「柔らかい独裁」といった言葉の下に，同政権の  

舶）Orttun払 Robert W．2006．■‘Russia’’、Jeannette Goehring and Arnanda Schnetzer  

（eds），入加わ乃SJ／ヱTγ〟〃．掃2006：βp〝7〃C′αオfヱαわ／ヱ～〃E〟∫rCe7～r用JE〟γ郎eα77dE〟用∫gα，   

FreedomHouse．p．485．  
幽 外務省 2006前掲ホームページを蕃照。  

略 永綱憲吾 ZOO4「ポチョムキン・デモクラシーープーチンの限界か一」『ロシア・東欧   

研究』第33号，30－33古。  
姉）レヴイッキ【やウェイは，すでに2002年に出された■論文において，プ「－ナンのロシア   

が，「選挙民主主義」から後退して，「竜鼻争的民主＝ト義」の事例を構成していると論じて   

いる［Levitsky，S，andLucanWay，2002．“TheRiseofCompetitive∧uthoritarianislTl’’，  

．わ〟〃Zβ／扉‾ββ′77仇‥γβ伊，13／′2，p．52．］  

q7）Evans．AlfredI〕．Jr．“Vladimir Putin’sDesignfor CiviISor・iery’’，in Alfred B．Evans，  

Jr．，Laura A．Henry and Lisa Mclntosh Sundstrom（eds），RzLSSian CiJノilSocieb，∴4   

C7rゴJgcαJAJ∫g∫5〃7ダガJ，p．148．  
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権威主義的性格の高まりを強調する論調がさらに強まっているように思わ  

れる。   

それでは，プーチン大統領を取り巻くクレムリンの陣営は，ロシアの硯状  

をどのように捉え，自らの政権をどのように位置づけているのであろうか。  

以下，政権側が現在の自らの立場を正当化するために主唱する主権民主主義  

論を中心に，同政権の評価をめぐる問題について，考えてみることにしたい。   

現下のロシアは，2007年12月の下院選挙と翌2008年3月の大統領選挙を間  

近に控えて，まさに「政治の季節」を迎えようとしている。こうした中，両  

選挙に向けて，政権側のイデオローグとしての役割を担う人物と冒されるウ  

ラジスラフ・スルコフ大統領府副長官を中心として．いわゆる主権民主主義  

論が展開されている。スルコフは，ソ連崩壊後の前政権時代において，ロシ  

アの国家主権は著しく侵害され，その社会は混迷を極めたとし，こうした弱  

体化した国家主権を回復し，混迷した社会に秩序を取り戻すことが，これま  

でのプーチン政権の主たる課題であったとする。その上で，現Fのロシアが  

確固とした民主主義体制に移行するためには，さらに多くの年月を要すると  

して，そうしたロシアにおける確固たる民辛主義体制の形成は，モスクワ大  

公国以来の同国の歴史的特殊性に基づいた独自の民主主義を発展させること  

によってはじめて可能であるとする（服）。   

硯‾Fのロシアはこうした民主主義体制の形成に向けてのまさに過渡期にあ  

り，その実硯のために，同国が独自の民主主義を発展させ，国家主権を強化  

L，そうした過程を通じて国家としての安定を確保するためには，エネルギー  

資源をはじめとする基幹産業の国家管理の下に国力の増進に努めることこそ  

が肝要である。そして，こうした課題をこれから実現する重要な責務を担っ  

五 ているのが，まさに現政権と間近に迫った二つの選挙における勝利を経てそ  

れを引き継ぐことになるであろう「統一ロシア」を［トL、とするその後継政権  

であるというのが，スルコフの基本的な主張である脚）。  

細 大野正美 2006「「大国」模索するロシア」『朝口新聞』7月4「㌧  

如）同上。  
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ロシアの政治評論家アレクサンドル・ツイブコは，こうした政権側の主張  

を文字通り擁護する立場からト主権民主主義論についての自らの見解を以下  

のように展開している。彼によれば，ソ連崩壊後の非共産主義の新しいロシ  

アにとって，自国の優先的な価値を表現するイデオロギーが必要であった。  

ポーランドやチェコといった東欧諸国は，共産主義の実験以前に存在した民  

主主義的な過去に回帰することができたが，ロシアはそうすることができな  

かった。ロシア革命の中で，帝政ロシアの公式イデオロギーである「正教」  

「専制」「国民性」（引））は否定されたが．ポリシJヴイキによる憲法制定会議の  

解散は，それに代わる自由なロシアのための法的かつイデオロギー的な遺産  

を残さなかった。デニキンやウランゲリといった自衛軍は，「偉大で，単一不  

可分のロシア」というイデオロギーのために戦ったが，しかし，前世紀90年  

代のデモクラットたちは．偉大で不可分のロシアを復活させることはできな  

かった。彼らは，旧社会主義のロシアを押しのけ，「帝国」を破壊したが，そ  

のような「国家的なイデオロギー」を見出すことはできなかった。彼ら90年  

代の指導者たちlま，大衆に向けられ，彼らによって理解される理念を創り出  

すことに失敗したのである。   

ロシアの歴史におけるあらゆる周知の国家的な理念一第三のU－マとして  

のモスクワやすべてのキリスト教会の統一の中にロシアの使命を見出そうと  

する哲学者ウラジーミル・ソロヴイヨフの試み一はすべて，エリートやイン  

テリたちの努力によって，「上から」創られたものである。エリツィン政権内  

のリベラルたちは，当時，ロシアの歴史的な運動の本質を感じ取り，それを理  

解することができなかったので，国家的な理念を見出すことができなかった。   

しかし，プーチンの陣営は，主権民主ヰ義の中にそれを見出した。主権民  

主主義は，新しいロシアを切り開くために不可欠のものであり，ロシアの政  

醐1833年から49年まで文部大臣を務めたウヴァ一口フ伯爵は．その就任に当たって．「専   

制，正教．国民件（＝農奴制に基礎を置くロシア国民の伝統的な習慣や愛国主義的な感   

情一般を指す）」が．ロシア帝国をその根底から支えている三大支柱であるとし，それら   

の不可榎性を強調する「三位一体」論を唱えた［河原祐馬．1999，「専制の確立と批判者   

たち」『ロシア近現代史』ミネルヴァ育房，43頁］。  
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冶的伝統とヨーロッパの自由の思想を結びつけるものである。ヨーロッパに  

おける主権思想，特に，国民国家の主権のそれは，ロシアの伝統的な政治的  

価値と相互に親近性がある。即ち．ロシア人の自意識の根底には，本質的に，  

堅固な国家の独立の観念，対外的な支配に対する拒否の観念がある。また，  

主権の思想は，ヨーロッパにおいても，ロシアにおいても，国家制度と愛国  

主義の有機的な結合を前掟とすることによってその効果を発揮することがで  

きる。自らをザパドニキ（西欧主義者）と見なすわが国のリベラルたちは，  

国民主権の思想も，愛国主義や国家制度の思想も，そのすべてが明らかにヨー  

ロッパに起源をもち，かつ，それらが相互に調和していることを知らない。   

「主権」の概念と結びつけられた†司有の国家の独立に向けての人間の志向  

は，発達した国民としての自意識，特殊であることの内的な感覚，自己の他  

者からの特殊化および同時に自らの剛二対する特殊な情緒的感覚，それへの  

繁栄と安寧の期待を前提としている。主権は，ヨーロッパの人々において，  

自由と民主主義，即ち，固有の見解に従って，自らの生活を独立して営む権  

利をその当初から意味している。主権民主主義のイデオロギーは，われわれ  

をヨーロッパからの孤立へと導きはしないであろう。逆にそれは，ロシアを  

共通の政治的発展へと導くであろう。   

このように論じた上で．ツイブコは，さらに以下のように続ける。1999年  

の夏にプーチンが権力の座に就いた時に始まった時代の意味はまさに，ロシ  

アとロシア国民の安寧のためにその独立と王権を回復させることにある。  

2000年に始まったロシアの国家制度の是認が同時に愛国主義のそれを前提と  

していたことは．偶然ではない。90年代の喪失と敗北のおかげで，われわれ  

はやっとより賢明になり，かつ，白山の新たな限界を見た。自向の益すると  

ころを利用し，自ら国の発展の道を規定し，民族的で文化的なイ云統を維持し，  

かつ，自ら自己を維持するために，われわれロシア市民にとって，強国な国  

家こそが不可欠なのである（51〉。  

（51）］山IrlKO，A．npf（CaH刀p．HneoJ70r朋 CyBepeHHO放 neMOKPaTHH，H3BeCTHX．   

21．04．2006．  
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プーチン政権に対して極めて肯定的な評価を与える以上のようなツイブコ  

の見解は，現政権擁護の典型的な立場を示すものであると考えられるが，そ  

こには，国力の低下によりロシア国家の主権が内外で脅威に晒された1990年  

代のロシアにおいて，多くの国民が体験したプライドとアイデンティティの  

喪失という危横的状況の中で，当時のエリツィン政権がなす術もなく，国民  

を自らの国家へと結びつけるための有効な理念を見出すことができなかった  

ことに対する厳しい批判が込められていると言えよう152）。   

プーチンがしばしば巨1際社会に向けて発する「ロシアは特殊な岡である」  

という発言の背景には，欧米流の価値観に基づいて進められた1990年代の同  

l∃射二おける一連の改革が最終的に破綻したという事実を踏まえて，欧米的な  

やり方の単純な模倣では現実的な効果は期待できず，また，そうした欧米的  

な価値尺度では現下のロシアで起こっていることを正しく理解することはで  

きないという自国の現状に対する彼なりの現実認識が存在していると考えら  

れる〔53ノ 。   

ロシアの特殊性を強調し，その国家的独一立と主権の強化という文脈で同国  

独自の民主主義的発展の道を唱える以上のような主権民主主義論の主張は，  

プーチン政権が自らに対して欧米諸国を中心とした国際社会から投げかけら  

れている「管理された民÷i三主義」といった批判をかわすための官製イデオロ  

ギーの役割を果たしており，それは，「西欧とロシア」という同国の政治文化  

をめぐる伝統的な問題を改めて浮き彫りにする典型的な議論の→つであると  

も言えるだろう。  

囲 ソ連崩壊後のロシアにおける「プライド」と「アイデンティティ」の問題については，   
河原 2006 前掲論文，215220貢を参照。〕  

（5識 プーチンは，「われわれは単純にすべてを模倣するわけにはいかない。それは，効果の   

ないことだろう」（AJleKCeeRa，HaTaJIH51H AJ］eXCaHnpI3paTePじL（Ⅱ血，H3BeCTHn，   

06．09．2005．）と，欧米的な手法のロシアへの無条件の適用を子手足的に捉えているし）  
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Ⅳ．プーチンとはどういう指導者なのか  

これまで，プーチンに対して，プラグマテイスト ポピュリスト，リアリ  

スト，秩序論者，ネオ・コンサーヴァティブといったスペクトルの異なる様  

々な評価が与えられてきた。多くの論者が，プーチンのリーダーシップと彼  

の政権に対して明確な評価を下すことは難しいと考えている。欧米の研究者  

たちの一部は，先にも言及したように，「操作された民主主義」や「管理され  

た民主主義」といった一種の形容矛盾を伴う言葉を用いて，プーチンとその  

政権を評価する。また，他の研究者たちの中には，白山民主主義といったロ  

シアにとって達成不可能な目標をそもそも設定して，循と同政権に対する評  

価を議論することの誤りについて指摘する人々もいる。ノ果たして，プーチン  

とはどういう指導者なのか（）以下，レスリー・ホームズとリリヤ・シェフ  

ツオーヴァによる二つの相異なる見解を紹介しつつ，この間題について考え  

てみたい。  

1．プーチンは移行期の指導者か？   

政治学者のレスリー・ホし－ムズは，ロシアは民主主義から権威主義への境  

をまだ超えてはいないと考える。というのも，ロシアではまだ競争的な普通  

選挙が実施されており，メディアもまだ政権を批判できる立場にあり，また，  

プーチン大統領も重要な問題においてまだ憲法を逸脱してはおらず，さらに，  

汚職とも闘い続けているからである。彼によれば，「たとえ国民が政治に対し  

てシニカルであり，市民社会が発展途上の状態にあったとしても，効力をも  

つ国家によって後援された強い指導者は，新しいシステムの制度化と正統仕  

を増大させる。そして，それは，市民社会と民主主義にとって効力をもち得  

るものである（54リ とされる。   

その上で．彼は，共産主義彼のロシア社会について，（1）市民社会が何十年  

64）Holms，Leslie．2005∵MajorityControlandExecutiveDominance”，inAlxPravda（ed），   

LeadtngRussia：PutlL］ltnPerweclt牲OxfordUniv．Press，pp．99100．  
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にもわたる権威主義的共産主義者の支配に続いて出現するためには，十分な  

時間が必要であること，および，（2）こうした市民社会の出現のペースは，部  

分的には，新しい制度を導入し，かつ，法律や経済を促進するというその両  

方において，特殊な共産主義後の社会がどのように機能するのかということ  

に係っているといった，この二つの基本的観点がしばしば見落とされている  

と指摘する「55）。彼によれば，この両方が1990年代のエリツィン政権の下で挫  

折し，それにより，同国の市民社会の発展は大きな困難に晒され，そして，  

こうしたエリツィン時代の否定的な遺産に有効に対処するために，プーチン  

は国家を強化し，経済を成長させることをその最大の政治課題とLて求めら  

れたとされる。   

ホームズは，「たとえその指導者が権威主義的なパーソナリティの痕跡を示  

したとしても．強い指導者によって導かれるシステムが必ずしも権威主義的  

なものではない（56）」として，「民主主義的なコントロールが基本的に適切で  

あり，かつ，プーチンが憲法上の規定の中で行動する限i），ロシアはかなF）  

権力主義的だが，独裁的ではない人統領をもつ未熟で不完全な民主主義国と  

して受け入れられるべきである（5アノ」とする。ホームズは，プーチンを移行期  

の指導者と見ており，同政権における「統治の強化のプロセスが，後世になっ  

て，民主化の軌道に戻る上で必要な時代であったということが判明するであ  

ろう（58リ と結論づけている。   

こうしたホームズによる移行期の指導者としてのプーチン評価に対して，  

同じく政治学者のリリヤ・シェフツオーヴァは，以下のようなプーチン評価  

を展開する。彼女はこれまでプーチンを「民主幸義的選択と権威主義的選択  

との間で揺れ動く指導者」として捉えてきたが，二期目のプーチン政権がそ  

の終わりに近づくにつれて，同大統領が後者の路線に向かい始めたと考える。  

二期日のプーチン政権の特徴として，彼女は，国家資源の再中央集権化，地  

β頸 乃z■d．，p．100．  

駆乃南．  

研乃記．，pp．100101．  

幽 乃∠d．．p．101．  
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域エリートとオリガルヒの中立化，政党をはじめとする上からの政治制度の  

形成，そして，国家に忠実な組織の枠組みの中での異なる利益グループ（例  

えば，ロシア産業家・企業家連盟，商工会議所，メディア連合など）のコー  

ポレート的性格の増大等を挙げている（5り－。  

彼女によれば，プーチンはロシアが文明化されてはおらず，それ故に，強  

い統治の下で維持されなければならないと信じており，そうした彼の信念に  

基づいて，制度が上から創られ，それが厳しい管理－Fに置かれなければなら  

ないという結論が導き出されているとされる∪政権二期臼において，プーチ  

ンの欧米に対する協調的かつ経済的にリベラルな側面は弱まっており，彼は，  

強い国家の重要性およびオリガルヒの資産の再分配の必要性を追求するよう  

になった。ロシアの歴史において伝統的な上からの近代化と秩序への信仰が，  

彼をより権威主義的な選択の方向に突き動かしていると彼女は論じる用0）。  

しかしまた，彼女によれば，プーチンおよび同政権のこうした権威主義的  

な傾向の増大にもかかわらず，出現しつつある新しい体制の性格づけを行う  

ことはけっして簡単なことではないとされる。というのは，プーチン政権が  

今なお，「混成的」性格を維持し続けているからである。即ち，同政権には，  

「政治的多元主義の制限を強調する伝統主義への回帰」と「欧米協調の方向  

性，私有財産制の承認および動員を通して権力を強化するという通常のクレ  

ムリンの慣行に対する拒絶用い」が同時に存在しているのである。  

シェフツオーヴァは，プーチン政権下のロシアが「官僚的権威主義体制」62・）  

と呼ぶべき状態にあると見なしており，同体別の下で，プーチンはけっして  

全能ではなく，彼が改革を進めるに当たって，その官僚機構に大きく依存す  

一 （59）Shevtsova．Lilia。2005．“Vladimir Putjn’s politicalChoice：Towards BureヱiuCratic  

画  Authoritarianism’’，inAlexPravda（ed）・Leadi”gRl／SSZ■0こPut2L”i”Persl）eCh●7ノe，0Ⅹford  

五   Univ．Press，p．236．  

媒）｝乃～－d．，p．241．  

（61）乃J■d‥P，242．  

匿Z）「官僚的権威主義」の概念は，1960年代から70年代にかけてのラテンアメリカ諸同の  

体制分析に用いられ，その後，l司概念は，開発途」・」司における近代化プロセスを分析す  

るLで，多くの研究者たちによって使用されている√ノ その代表的な論者とLては，例え  

ば，GuillermO■nonnellやDavidCollierなどがいる，つ  
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る状態にあると考えている。「垂直的な権力構造」をもつこの体制は分節化し  

ており，多元性に慣れた社会における安定を保障するものではなく，それ故  

に，7D－ナンの人気の低下がシステム全体の安定を大きく損なう事態を招く  

可能性があるとされるt63㌧   

彼女によれば，この種類のイ本別は，「工業化以後の問題を処理し得る発展し  

た経済システムヘの移行にとって重要な成長のための新しい要田を創り出す  

ことができない」ために，近代化をもたらすことはできない。かつまた，  

「プーチンのリーダーシップは移行期のパラダイムを無効なものにしてしま  

う伝統主義者の要素を含んでいる」ために，「その基本的な使命が国家と体制  

の変更を伴わずに．それをより高次のレベルの動機づけへと高めることであ  

るとされる移行期のリーダーシ ップをプーチンが代表しているという根拠を  

見出すことは難しい」との結論が導き出されている（紬。  

2．高支持率の背景   

プーチンは．独ソ戦を知らない戦後世代に属し，海外勤務を含めた現場で  

の実務に携わるKGBの中堅職員としての．また．サンクトペテルブルクと  

いう地方都市の行政官としての経歴を経て，基本的には，政党政治の外から  

ロシアの最高指導者となった人物であった。   

大統領就任後の市場程済の重視ヤ欧米協調といったプーチンの施政はこう  

した彼の経歴とけっして無関係ではなく，彼の施政の基本的な方向性はグ  

ローバル化の流れと密接に結びついた新しい時代の要求に即応したものであ  

ると考えられる。即ち，プラグマテイストとしての彼が自らに課したロシア  

国家の強化という主たる臼的を実硯するためには，何よりもグローバルな規  

模で展開される政治的かつ経済的な分野での峨烈な国際競争に勝ち抜いてい  

くことが必要だったと言えよう。   

もし，国家の強化や社会的安定といった観点からプーチンを評価するなら  

匿領 地■〟．，p．243．  

榊J占z■〟．，p，252．  
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ば，プーチンはこれまでのところ，最高指導者として課された自らの役割を  

十分に果たLてきたと言えるだろう。少なくとも，プーチン政権のそれは，  

「エリツィン時代におけるロシア国家の漸進的な解体の過程をくい止めた時  

代であった（65） lと見なすことができるだろう。〕彼は，国内秩序の回復に努  

め，海外からの投資を呼び込み，短期間で高率の経済成長を実硯させた。  

ロシアの国民総生産（GDP）は，プーチンが大統韻に就任した2000年に10  

％の成長を記録して以来，8年連続して4．7～10％の成長率を示している。イ  

ンフレ率も2006年には9％となり，過去8年で最低の水準となった。また，  

2006年6月には，パリクラブ（主要債務国会議）との間で約220僚ドルの債務  

を完済することで合意した。莫大な対外債務を完済し，外貨準備高も2，500億  

ドルを越え，2007年度の国家予算も歳入が7兆ルーブリ（約31兆円）の大型  

黒字予算となっている（66）。  

こうしたロシア経済の安定化の背景には，天然ガスや原油資源を中心とし  

たエネルギー産業の急速な成長がある。2005年における同国の天然ガスの生  

産量は約6，400僚立方メートルで世界第、一位，また，原油生産量は約4億7，000  

万トンで世界第2位となっているr67）。こうした天然ガスや原油の税金の一部  

を当てた安定化基金も創設され，その資金は，対外債務が完済された硯在，  

保険，教育，住宅および農業の基幹4分野への重点的な投入が見込まれて  

いる（68） 。  

プーチン政権の主たる課題は，ソ連崩壊後の混乱の中にあったロシア社会  

に全般的な秩序を回復させることを可能なものにする「強い国家」の実現で  

あり，その実硯のために何よりも求められたのが中央集権的な官僚システム  

の構築であった。プーチンは，大統領としての自らの強力なリーダーシップ  

（65）Lynch，（ゆ．cれp．154．  
舶 外務省2007「ロシア連邦」外務省ホームページ（http∴ソwww．mofa．go．jp／1110faj′ノ   

arca／russia／data，htm115，04＿2007．）を参照．  
拒否 布施裕之 2006「エネ戦略強硬のプーチン政権」『エネルギー・レビュー』11．ト］号，8   

負。  
68）木村 汎 2006「国民の不満に直面するプーチン大統領」『JijiTopCon茄dential』7月   

7日，6頁。  
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の下に，こうした中央集権的な官僚システムの構築を迅速に進めていった。，  

アレン・リンチは，プーチンが「エリツィンと違って，高次に中央集権化さ  

れた大統領システムを動かすことができる精力的な指導者である：69）」と述  

べ，ティモシー・コルトンは，国民の間でのプ」ナンの高支持率の背景には，  

主要な政策を成功裡に導く彼の為政者としての卓越した能力についての広範  

な肯定的評価が存在していると論じる（7鋸。また，ステイーヴン・ホワイト  

フィールドも，こうしたプーチンに対する国民の高支持率の主たる理由を，  

政権内で増大する非自由主義的な傾向とは関係なく，基本的に，彼の卓越し  

た政策遂行能力に求めている（71）。   

しかし，司法制度の械能不全，財界に対する厳しい政治的管理ヤクレムリ  

ン内での官僚オリガルヒによる資産の再配分プUセスの強化といった市場経  

済の発展にとって必ずしも好ましいとは言えない諸傾向が顕著なものとなっ  

ており，政権二期目のプーチン政権内での保ヰ的傾向がますます高まりを見  

せているのも歴然とした事実である。今後のロシアは果たしてどういう方向  

に進むのであろうか。次に，ロシアの民主的発展といった問題を視野に入れ  

つつ，現プーチン政権の後継問題について一言しておきたい。  

Ⅴ．プーチンの後継問題  

プーチンの大統領としての任期が残り一年を切った現在，ロシアでは，プー  

チン大統領の進退問題および彼の後継者をめぐるこれまでの議論にさらに和  

事がかかっている。次期大統領に誰がなるのかといった問題は，例えば，U  

シアの政治における中央集権主義と民主的自由との間のバランスがこれから  

細 LyJICh，OP．clt．，p．159．  

UO）CDlton，Timo†hyJ．2005，’’PutinandtheAttenuationofRussianDemocracy”．inAlex   

Pravda（ed），LeadingRussia：PutinlTIPeT＄f）eCtlve，0ⅩfordUrliv．Press，p．110．  

（71）Whitefield，Stephen．2005，“Putin’spopularityandItsImplicationsforDemocracyin   

Russia”，in Alex r）ravda（ed），LeadingRussia：Putinin Persj）eCti乙Ie，0Ⅹford Univ．   

Press，p．156，  
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さらにどのように変わっていくのかといった問題とも密接に関わっていると  

考えられ，こうした問題の行方は，現政権内において今なお大きな発言力を  

持ち続けているプーチン大統領のリーダーシップに大きく関わっていると言  

えるだろう。   

■F院における政権与党の議席数が3分2を越えている現私 意法改止によ  

るプーチンの大統領三選というシナリオもけっして拭いされないものがある  

が，しかし，彼はすでに2005年9月の段階で，2008年の大統領選挙に憲法を  

改正してまで立候補するつもりがないことを明言しており（72），これまでのと  

ころ，そうした彼の基本的なスタンスに大きな変化はない。   

現段階で，プーチン大統領の有力な後継者と冒されているのは．ドミート  

リー・メドベージュフおよびセルゲイ・イワノフ両第一副首相である。ロシ  

ア内外のメディアはこの二人を次期大統領の最有力候補と見なして，これま  

でその動向に注目してきた。この二人は大統領の腹心としてこれまで共に  

プーチン政権を支えてきたが，相対的には，メドベージュフの方がイワノフ  

よりも政治的にリベラルであると言われている。   

この二人の他に，さらに次期大統領候補として，セルゲイ・ナルイーシキ  

ン副首相をはじめとして，セルゲイ・ソビャーニン大統領府長官，ウラジー  

ミル・ヤクーニン（ロシア鉄道会社社長），ボリス・グリズノブ下院議長，セ  

ルゲイ・ショイグ非常事態・災害救済相といった面々の名が挙げられている  

が，誰が現政権からプーチン大統領の後継候補としての正式な公認を得られ  

るのかについては，未だ不透明な状況にある。   

次期大統領候補の決完には，現政権内で最も有力な勢力と目されているシ  

ロヴイキの動向もさることながら，これまでも政権内での力のバランスを量  

ることによって自らの権力基盤の強化に努めてきたプーチン大統領の意向  

が，何よりも大きく影響するものと考えられる。それ故，大統領を辞任した  

r2）プーチン大統領は．2005年9月初旬，クレムリンに集まった外国の政治学者ヤアナリ   

ストたちを前にして，「2008年，私はクレムリンを去るつもりである。しかし，ロシアを   

見捨てるつもりはない」との意味深長な発言を行っている［A刀e王tCeeBa，m∬e．］。  
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後も「ロシアを見捨てるつもりはない」（＝ロシアの政治に関わi‘）続ける）と  

いう明確な意志表示を行っている彼が，2008年の大統領選挙を見据えて，自  

らの進退問題についてどのようなシナリオを描いているのかということにつ  

いて考えることは，今後の同国における政治的発展の基本的な方向性を占う  

上でも重要な意味を持つものであると考えられる。   

プーチン大統領の具体的な選択肢としては，例えば，憲法を改正した上で  

の大統領三選，任期を受けての大統領職の辞任後のある程度の期間をおいた  

上での大統領再選，首相に転じる形での権力保持，さらには，政権与党党首  

兼下院議長への就任といった幾つかのシナリオが取り沙汰されている。こう  

した選択肢の中で，最後のそれは，今後のロシアの民主的方向に「如ナた政治  

的発展という問題を考える上で興味深いものであるように思われる。即ち．  

現憲法体制下では，これまでロシアの大統領は形式的にしか政党に所属して  

はおらず，彼らは事実としては政党政治の外に置かれてきた。政党政治から  

離れた所で，その強大な権力は，大統領個人に集約される自己完結的な性格  

を有するものであった（73）   

こうした中，もしプーチンが自らの政治的影響力を保持しつつ，大統領職  

を離れた後，党人として議会の議長になるという選択を行うとすれば，それ  

はロシアにおける政党システムを前提とした大統領制の発展の可能性を切り  

開く契機となり得るという点で，その選択が持つ政治的意味合いは重要であ  

るように思われる。実際，「政党に属する大統領」をめぐる議論は，2008年の  

大統領選挙を間近に控えた今Hのロシアにおいても盛んに論じられるテーマ  

の一つになっており，この議論がプーチン大統領の後継問題と今後どのよう  

に連関いくのか注目に値するところである。   

現在，二期目が終わりに近づきつつある硯政権に対する欧米諸国の風当た  

りは，ますます強いものとなっている。それらは，基本的に，改革近代化路  

線で出発したプーチン政権がエネルギー産業の成長に基づく好景気に甘え  

け頸 月出畦司 2006「本格化するポスト・プーチン体制への移行プロセス」『ロシアNIS調   

査月報』12月号，105頁。  
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て，国家による統制色の強いロシアの伝統的な統治モデルに復帰してしまっ  

たというものであるけ1－。そして，こうした伝統的な統治モデルの行き着く先  

は．かつてのブレジネフ時代末期のような社会全体の停滞であるということ  

が云々されている。   

ロシアのリベラル派知識人の多くは，プーチン政権を権威主義的近代化モ  

デルの文脈で理解した上で，このモデルでは貧困や腐敗等の問題を克服でき  

ないとして，同政権の限界について主張するし75：）。シェフツオーヴ7は，先に  

言及したように，ロシアの現状が1960年代から70年代にかけてのラテンアメ  

リカで見られた「官僚的権威主義体制」に近似していると考える。彼女によ  

れば，この体制が成功するためには，「結束した軍事エリート」「有能な官僚」  

「カリスマ的指導者」等の条件が必要であり，ロシアにはそうした条件が欠  

けているとされる。さらに彼女は，「かつての官僚的権威主義体制の課題が農  

業社会から工業社会への転換であったのに対して，現在のロシアの近代化の  

課題はより複雑であり，過剰な集権化はかえって近代化の障害となる（76－」と  

いった点を指摘している。   

アレックス・プラウダも，プーチンが「国家を強化するやり方は，その職  

務が能力を超える大統領府への権力と責任のより大きな収赦を生み出してい  

る」とし，プーチンのそれが，ロシアの歴史において歴代の為政者たちがし  

ばしばそうであったように，「重荷を積み過ぎたリーダーシップ」に類似する  

ものであると述べている（77）。   

シロヴイキャリベラル・サンクト派といった現政権内の各勢力が2008年の  

大統領選挙に向けてどのような後継問題を提起し，水面下で現在も進行して  

いるそうした政権内での力のせめぎ合いの中で，プーチン大統領がこの問題  

について「調整者」としての政治手腕を如何に発揮するかによって，例えば，  

（碑 ライン前掲育，238頁。  

（75）永綱前掲論文，29頁。  

（76）同上，30頁。  

仰 Pravda，Alex．2005．‘‘Putininperspective’－，in Alex Pravda（ed），Leadi71gRus51云   

Pu［l’Tll－71Pers♪ec［J■牲0ⅩfordUrllV．Press，P．36．  
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統治の手段の重点がこれまで通り大統領府に置かれるのか，それとも，「統一  

ロシアlといった政権与党に移されることになるのかといった基本的な問題  

も含めて，今後のロシアの政治的発展の方向性も大きく変わっていくであろ  

うと考えられる。そして，その結果はまた，ロシアが再び権威主義的な発展  

の方向へと向かうのか，それとも，こゴtまでロシアが辿ってきた伝統的なパ  

ターンとは異なる民主的なそれへと向かうことになるのかといった，まさに  

同国における今後の政治的発展にとっても重要な分岐点の一つとなるものだ  

と言えるだろう（78ノ 。  

おわ り に  

プーチン大統領が強調する政策の主たる目的は，ロシア国家の強化，その  

ための秩序回復，尊敬されるパワーとしての自国の地位といったものであり．  

その外交政策も，基本的には，19世紀的な「リアル・ポリティクス」の原則  

に則したものであると言えるだろう。その意味で，彼が国民に提示するメッ  

セージはとてもシンプルなものであると考えられる。   

政権二期目がその終わりに近づきつつある今日に至ってもなお，プーチン  

に対する国民の高支持率が持続するその主たる理由を考える上で，彼の前任  

者であるエリツィンの施政との比較的観点が必要であるように思われる。  

プーチンも，エリツィンも，ポピュリスト的手法を用い，かつ，そのリーダー  

シップもきわめて「人格化lされたものであるという点で両者には大きな共  

通点があると言えようr7p 。  

間 リリヤ・シェフツオーヴァは．「上からの改革と社会を国家の■Fに置くことによる近代  三   

化は，停滞の中での発展を保つ以外に何事もなし得ない」として，プーチンが構想する  人   

体別の長期的安定に対して否売的な見解を述べている（Shevtsova，Ob．cit＿，p，157．）。  

（殉 ステイーヅン・フィッシュは，中央権力の「過度の人格化」は，プーチニズムが実際   

に国家全体の能力を強化すると結論づけることを難しくするとし，個人的な権力の構築   
が制度のそれと同義ではなく，プーチン政権の行方は未だに不明なものであると述べて   

いる（Fish，M．Steven．2005．DemocruLJDeTt7iledi）lRussia：The Fbtlure〆（砂en   

Pol2Ltl’cs，CambridgeUniv．Press，P．270．）。  
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しかし，エリツィンの政治スタイルは，特にその晩年において，病弱な大  

統領の執務を代行するいわゆる「セミヤー」を中心とした「宮廷政治」的な  

性格を呈しており，彼の治世は，「強い大統領制」と「弱い大統領」の下での  

社会的アナーキー，議会や地方，政府や省庁の「相対的」独立といった状況  

を特徴としていた。即ち，そこには，大統領に対する効果的な反対勢力が存  

在していた欄㌔  

これに対して，プーテンのそれは，国家的秩序の回復者としての彼に対す  

る国民の期待の高まりの中で，「1993年憲法体制」下での強大な大統領権限を  

十分に利用しつつ，再編等を通じた政府および主要省†・fの直接管理，政権に  

限りなく有利な選挙制魔の構築，主だった組織・団体の「大政翼賛化」といっ  

た自らを中心とした大統領府に権力が集中する基本的な政治的構造の構築に  

成功した‘81） 
。  

現在までのプーチンを取り巻く動向を見る限り，彼は，自身へのこうした  

権力の集中にもかかわらず，ベラルーシや中央アジア諸国の事例が示すよう  

な自らを「国父」とする「権威主義的ポピュリズム」の通へとは進んでいな  

いように思われる。プ」－ナンの現在の統治スタイルに対して，例えば，リ  

チャード・サクワiま，彼をリベラルな保守主義の文脈で評価しつつ，「プーチ  

ンが，旧来の抑圧的な手段による安定の確保とポスト共産主義の初期のロシ  

アを特徴づける社会的関係におけるアナーキーとの間に秩序を制度化すると  

いう問題に対する新しいアプローチを与えようとしている鳩2－」とし，エリ  

ツィン時代における伝統主菜者ヤナショナリストたちと欧米志向の近代論者  

たちとの間の激しい両極化のプロセスを経て現れたプーチンの「中道」（83）が，  

幽IitlKO＝（〕B・B・A・2003・CoBPeMeHHaガPoccHhcJfanIhhHTHHa・OnMa－npeCC・CTpL  

37．  
七 （飢）ヴヤチェスラフ・ニコノフは，それぞれ「ヴイザンナン的」および「プロシア・ゲル  

マン的」という言葉をもって，こうしたエリ、ソインとプーチンの統治スタイルの相違に  

ついて特徴づけている（Ⅰ血KOHOB，乃．打∬e、CTp．3738．）L〕  

幽 Sakwa，Richard．2004．Pz（h’11二Rz（SSicE’s〔ノIOice．Routledge，p．80．  

幽 S．カスペは，プーチンの「中道」の本質は，それが政党政治の領域から取り除かれた  

ことであり，かつ，大統領の地位をその政治的領域を超えて高めるものであったと指摘  

する（Sakwa、0♪．（れp．79．）。  
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ロシアにおける「第三の道」を目指すものであると論じている聴㌔   

この「第三の道」をめぐる議論の是非についてはともかくとして，少なく  

とも現時点で言えることは，これまでのプーチンが「1993年憲法」の枠内で  

常に行動してきたことであi），また，現在の彼がきわめて用心、深く自らの政  

権の「レームダック化」を回避しつつ（85），今なお政局を基本的にコントロー  

ルしていることである。最後に敢えて私見を述べるならば，プーチンはこの  

まま一定の政治的影響力を保持しつつ，自らの大統領としての任期を終える  

ように′配われる。もしそうだとすれば，それは，プーチンの思惑が如何なる  

ものであったとしても，実賀的な権力を保持する時の最高指導者が自らの意  

志によってその権力の座を退くという，ロシア・ソ連のこれまでの長い歴史  

においてきわめて稀な事例となるであろう。今後のロシアの政局がどう進展  

していくのか，再び「政治の季節」を迎えようとしている今Rのロシアにお  

いて， 来るべき下院議会選挙および人統領選挙の行方が待たれるところで  

ある。  

※本稿は．2007年僅f］本比較政治ギ壌での幸膵i「プーチニズムニポピュリズムの後には  

何が来たか」を踏まえて．「プーチン政権Fのロシア：プーチンとはどういう指導者なの  

か？」「ヰ成17～18年度月本学術振興会科学研究費補助金・基盤研究（B）（1）の研究成  

果報告書『民主化後の「新い、」指噂者の登場とグローバル化ニアジアとロシア』（研究代  

表者 玉田芳史）所収］に加筆修正を行ったものである、。  

幽 サクワは，プーチンの「第二三の退」が，酉政的なリベラル・デモクランーとブレジネ   

フ時代のネオ・スターリニズムとの聞に第三の道を見出そうとしたペレストロイカ期の   

論調とは何ら共通のものを持たない別個のものであるとし．また．プナンは西欧主義   
対スラヴ主義といった基本的な図式のFにロシアの政治文化を論じる「使い古されたス   

テレオタイプ」を克服するための新たなアイデンティティグ）模索を試みていると主張す   

る（Sakwa．／ゆ．c払，p．8L）。  
（綿 70－ナンが自らの1ノーダーシソプの「ゴルバチョフ化－の回避に特に注意を払ってき   

たことについては，多くの論者によって指摘されるところである。  
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